
排水設備工事に係る取扱指針 

内容現在 令和元年１２月１４日 
 

          加除（さしかえ）表    追録第１６－①号 

手順 

種別 
ぬきとるページ 枚数 

追録から加える 

ペ ー ジ 
枚数 加えるところ 

総目次 Ｐ１から２－１まで ２ Ｐ１から２－１まで ２ 総目次 

第４部 表紙からＰ７９－３４まで ２１ 表紙からＰ７９－２９まで １５ Ｐ７９－２の次 

第５部 
表紙からＰ１０１ 

およびあとがきまで １４ 表紙からＰ７９－４７まで １３ Ｐ７９－２９の次 

第６部 なし ― 
表紙からＰ１０１ 

およびあとがきまで １４ Ｐ７９－４７の次 

      

      

これで加除（さしかえ）が終わりましたので，「追録加除整理一覧表」に追録号数 

等を記入してください。 
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第４部 

 

   函館市企業局指定排水設備工事 

   業者に関する事務取扱い 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４部 函館市企業局指定排水設備工事業者に関する事務取扱い 
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第 ４ 部 
１．総則 
 
 （目的） 

 (1) この取扱いは，函館市下水道条例（昭和４９年１月７日函館市条例第５号）（ 

以下，「条例」という。）の第４条第１項の規定および函館市企業局指定排水設 

備業者に関する規程（平成８年７月２４日水道局規程第５号）（以下「指定業者 

に関する規程」という。）の第９条に規定する函館市企業局指定排水設備工事業 

者（以下，「指定業者」という。）について，必要な事項を定め，排水設備工事 

の適正な施行を確保することを目的とする。 
 
 （用語の定義） 

 (2) この取扱いにおいて用語の定義は次のとおりとする。 

  ① 「法」とは，下水道法（昭和３３年法律第７９号）をいう。 

  ② 「政令」とは，下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）をいう。 

  ③ 「施行規則」とは，下水道法施行規則（昭和４２年建設省令第３７号）をい 

う。 

  ④ 「管理者」とは，函館市公営企業管理者をいう。 

  ⑤ 「排水設備」とは，公共下水道の供用が開始された排水区域内の土地所有者，

使用者または占有者が下水（生活排水，事業用排水，雨水等）を公共下水道に 

流入させるために必要な施設（水洗便所のタンクならびに便器およびこれに付 

随する屋内の配管を含み，し尿浄化槽を除く。）をいう。 

  ⑥ 「排水設備工事」とは，排水設備の新設，増設または改築（以下「新設等」 

という。）の工事をいう。 

  ⑦ 「責任技術者」とは，排水設備工事責任技術者をいう。 
 
２．指定排水設備工事業者の指定等 
 
 （指定の申請） 

 (1) 条例第４条第１項の指定は，排水設備工事の業務を行う者の申請により行う。 

(2) 指定業者の指定を受けようとする者は，指定業者に関する規程に定められた別 

記第１号様式による申請書に次の各号に掲げる書類を添付し，指定業者に関する 

規程第９条の規定により，管理者に申請しなければならない。 

  ① 個人の場合にあっては，住民票の写し。 

② 法人の場合にあっては，登記事項証明書および定款の写し。 

③ 専属する責任技術者の名簿および雇用関係を証する書類。 

④ 工事の施工に必要な設備および器材を有していることを証する書類。 

⑤ その他管理者が必要と認める書類 
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（指定等） 

(3) 管理者は，指定業者に関する規程第９条の指定の申請があったときは，当該申 

 請をした者が第７条に規定する指定の要件を具備しているかどうかを審査し，当 

該具備していると認めたときは，これを指定業者として指定する。 
 
(4) 指定業者の指定の有効期間は，指定の日から起算して５年を経過した日の属す 

 る年（当該５年を経過した日が１月１日から３月３１日までの日に当たるときは，

当該５年を経過した日の属する年の前年）の３月３１日までとする。 
 
(5) 管理者は，指定業者を指定したときは，当該指定業者に指定業者に関する規程 

に定められた別記第２号様式の指定書を交付するものとする。 
 
（指定の要件等） 

(6) 指定業者の指定を受けようとする者は，指定業者に関する規程第７条に掲げる 

要件を備えていなければならない 

① 北海道内に事業所を有していること。 

② 指定業者に関する規程第１９条第２項の規定により登録を受けた責任技術者 

が専属していること。 

③ 工事の施行に必要な設備，器材等を有していること。 
 
（欠格事由） 

(7) 指定業者に関する規程第８条，次の各号の一に該当する者は，指定業者になる 

こができない。 

① 指定業者に関する規程第１４条の規定により指定を取り消され，その取消し 

の日から２年を経過しない者。 

  ② 指定業者に関する規程第２３条の規定により登録を取り消され，その取消し 

の日から２年を経過しない者。 

  ③ 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わるまでの者またはその執行を受け 

ることがなくなるまでの者。 

  ④ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者。 

⑤ 精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に営むに当 

たって必要な認知，判断および意思疎通を適切に行うことができない者。 

⑥ 排水設備工事の業務に関し不正または不誠実な行為をするおそれがあると認 

めるに足りる相当の理由がある者。 

⑦ 法人の場合にあっては，その役員のうちに前各号の一に該当する者がいるも 

の。 
  
（指定の更新の申請） 

(8) 指定業者は，指定業者に関する規程第１０条第２項の規定により，期間満了後 

も引き続いて指定業者の指定を受けようとするときは，その期間が満了する日の 

３０日前までに，第９条の申請をしなければならない。 
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（変更等の届出） 

(9) 指定業者は，次の各号の一に該当したときは，速やかに管理者に届け出なけれ 

ばならない。 

① 営業を廃止したとき。 

② 排水設備工事の業務を廃止したとき。 

③ 経営者（法人にあっては，その代表者）を変更したとき。 

④ 組織を変更したとき。 

⑤ 名称を変更したとき。 

⑥ 事業所を移転したとき。 

⑦ 責任技術者に異動があったとき。 

⑧ その他管理者が必要と認めるとき。 
 
（指定の失効） 

(10) 指定業者は，次の各号の一に該当したときは，指定の効力を失う 

① 営業を廃止したとき。 

② 排水設備工事の業務を廃止したとき。 

③ 指定業者に関する規程第７条各号に掲げる指定の要件を欠くこととなったと 

き。 

④ 指定業者に関する規程第８条各号に規定する欠格事由に該当したとき。 
 
（指定の取消しおよび停止） 

(11) 管理者は，指定業者が次の各号の一に該当する場合は，当該指定を取消し，ま 

たは６月を超えない期間を定めて指定の効力を停止することができる。この場合 

において，指定業者に損害が生じても，管理者は，その責めを負わない。 

① 排水設備工事の業務に関し，不誠実な行為がある等管理者が指定業者として 

不適当と認めたとき。 

② 不正の手段により指定業者の指定を受けたとき。 

③ 条例，施行規程およびこの指定業者に関する規程の規定に違反したとき。 

（指定書の返納） 

(12) 指定業者は，次の各号の一に該当したときは，速やかに指定書を管理者に返納

しなければならない。 

① 指定期間が満了したとき。 

② 指定業者に関する規程第１３条の規定により，指定が失効したとき。 

③ 指定業者に関する規程第１４条の規定により，指定を取り消され，または指 

定の効力を停止されたとき。 
 
（公示） 

(13) 管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，その都度これを公示するも

とする。 

① 指定業者の指定をしたとき。           

② 指定業者から排水設備工事の業務の廃止，休止，または再開の届出があった

とき。 
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③ 指定業者の指定を取消したとき。 

④ 指定業者の指定の効力を停止したとき。 

 

３．排水設備工事責任技術者 
 
 （責任技術者） 

 (1) 責任技術者は，北海道地方下水道協会の排水設備工事責任技術者試験および更

新 

講習等実施要綱の規定による排水設備工事責任技術者の資格（以下「資格」とい

う。 

）の認定を受けた者であって，指定業者に関する規程第１９条第２項に規定する

登録を受けたものとする。 
 
 (2) 責任技術者は，指定業者に所属し，排水設備の設計および工事の監督を行う。 
 
 (3) 責任技術者は，前項の業務を行うに当たり条例，施行規程および指定業者に関 

する規程を遵守するとともに，管理者の指示に従わなければならない。 
 
 (4) 責任技術者は，自己の所属する指定業者に係る業務以外の業務を行ってはなら 

ない。 
 
（欠格事由） 

 (5) 指定業者に関する規程第１８条，次の各号の一に該当する者は，責任技術者と 

  なることができない。 

  ① 指定業者に関する規程第２３条の規定により，責任技術者の登録を取消され 

その取消しの日から２年を経過しない者。 

② 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終えるまでまたはその執行を受けるこ 

とがなくなるまでの者。 

③ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者。 

④ 精神の機能の障害により責任技術者の職務を適正に営むに当たって必要な認 

知，判断および意思疎通を適切に行うことができない者。 
 
（登録等） 

 (6) 責任技術者の登録を受けようとする者は，指定業者に関する規程に定められた

別記第４号様式の申請書に，次に掲げる書類を添付して管理者に申請しなければ

ならない。 

  ① 写真（縦 3.5センチメートル，横 2.5 センチメートルの大きさのもの） 

② その他管理者が必要と認める書類。 
 

 (7) 管理者は，前項(6)の申請があったときは，当該申請をした者を排水設備工事 

責任技術者登録簿に登録するものとする。 
 
 (8) 責任技術者の登録の有効期間は，登録の日から資格の有効期間が満了すること 

とされている日までとする。 
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 (9) 責任技術者は，前項(8)の期間満了後も引き続いて責任技術者の登録を受けよ

うとするときは，その期間が満了する日の３０日前までに，管理者に登録の更新

について申請しなければならない。 
 
(10) ３.(6)項から３.(8)項までの規定は，責任技術者の登録の更新について準用す

る。 
 
(11) 責任技術者は，登録事項に変更があったときは，速やかに管理者に届け出て，

当該登録事項の訂正を受けなければならない。 
 
 （講習） 

(12) 管理者は，必要があると認めるときは，責任技術者に対し講習を行うことがで

きる。 
 
 （責任技術者証） 

(13) 指定業者に関する規程第１９条第２項の登録を受けた者が指定業者に所属する

ときは，当該者に指定業者に関する規程別記第５号様式の排水設備工事責任技術

者証（以下「責任技術者証」という。）を交付するものとする。 
 
(14) 責任技術者証の交付を受けた責任技術者は，責任技術者証の記載事項に変更が 

  あったときは，速やかに管理者に届け出て，当該記載事項の訂正を受けなければ 

ならない。 
 
(15) 責任技術者は，その業務に従事する場合は，責任技術者証を携帯しなければな 

らない。 
 
(16) 責任技術者は，次の各号の一に該当したときは，速やかに責任技術者証を管理 

者に返納しなければならない。 

①  登録の有効期間が満了したとき。 

②  指定業者に関する規程第１８条第２号から第４号に該当するに至ったとき。 

（登録の抹消） 

(17) 管理者は，責任技術者の登録を受けた者が，次の各号の一に該当する場合は， 

その登録を抹消しなければならない。 

① 死亡したとき。 

② 指定業者に関する規程第１８条第２項から第４項に掲げる欠格事由のいずれ 

 かに該当したとき。 

③ 指定業者に関する規程第２３条の規定により登録を取り消されたとき。 

（登録の取消しおよび業務の停止） 

(18) 管理者は，責任技術者が次の各号の一に該当すると認めた場合は，その登録を 

取り消し，または６月を超えない期間を定めて業務の停止を命じることができる。 

① 業務の成績が著しく不良であるとき，または業務に関し不適当な行為をした 

とき。 

② 偽りその他不正な行為により，登録を受けたとき。 

③ 指定業者に関する規程第２１条第１項に規定する責任技術者証を他人に譲渡 

し，もしくは貸与し，または改ざんしたとき。 

④ 心身の故障その他の理由により業務に従事できないとき。 

⑤ 条例，施行規程および指定業者に関する規程の規定に違反したとき。 
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４．指定排水設備工事業者の違反行為に係る事務処理 

 

（１）函館市企業局指定排水設備工事業者の違反行為に係る事務処理要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は，函館市企業局指定排水設備工事業者（以下「指定業者」 

という。）の違反行為に係る事務処理に関し必要な事項を定め，違反行為を 

未然に防止するとともに，違反行為に対し迅速かつ公正に措置を行い，適正 

な排水設備工事の運営を推進することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は，下水道法（昭和３３年法律第７９号。

以下「法」という。）第２条および函館市下水道条例（昭和４９年函館市条 

例第５号。以下「条例」という。）第２条で定めるところによる。 

（違反行為） 

第３条 公営企業管理者（以下「管理者」という。）は，指定業者および排水 

設備工事責任技術者（以下「指定業者等」という。）が別表の函館市企業局 

指定排水設備工事業者の違反行為に係る措置基準の違反項目に該当する行為 

（以下「違反行為」という。）を行ったと認められるときは，その情状に応 

じ，同表右欄に定める措置（過料を除く。）を行うことができる。 

２ 管理者は，指定業者等が前項の違反行為を行ったと認められる場合におい 

て，過料を科すことが適当であると認められるときは，市長にその処分を求 

めるものとする。 

（違反行為の調査，報告等） 

第４条 指定業者等が違反行為を行った疑いがあると認められるときは，その 

違反行為に関する業務を所管する課長（以下「主管課長」という。）は，事 

実の有無について調査しなければならない。 

２ 主管課長は，前項の調査の結果，当該指定業者等が違反行為を行ったと認 

められるときは，当該指定業者等に対して，直ちに違反行為の是正および事 

情を説明するてん末書の提出を求めるとともに，当該調査の結果を基に別記 

第１号様式による違反行為報告書を作成しなければならない。 

３ 主管課長は，違反行為報告書に当該違反行為を行った指定業者等から提出 

されたてん末書を添付して，速やかに主管部長へ報告し，その措置について 

協議しなければならない。ただし，てん末書が提出されない場合は，違反行 

為報告書にその旨を付記して報告することができる。 

４ 主管課長は，第２項に規定する違反行為報告書を作成する場合において， 

指定業者等が不正な手段で公共下水道への排水を開始した箇所の使用者に対 

し，当該違反行為を行っていた期間に係る条例第１２条で定める下水道使用 

料の徴収が予想されるときは，料金担当課長と協議しなければならない。こ 

の場合，下水道使用料を徴収しようとするときは，違反行為報告書にその旨 

を記載しなければならない。 

５ 主管課長以外の関係課長は，指定業者等が違反行為を行った疑いを発見し 

たときは，主管課長にその旨を報告しなければならない。 
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（指定業者等への処分等） 

第５条 行政処分として指定業者に対して行う措置は，函館市企業局指定排水 

設備工事業者に関する規程（平成８年函館市水道局規程第５号以下「規程」 

という。）第１４条の規定に基づく指定の取消しまたは指定の効力の停止と 

し，排水設備工事責任技術者に対して行う措置は，規程第２３条の規定に基 

づく登録の取消しまたは業務の停止（以下これらの措置について「取消等処 

分」という。）とする。 

２ 軽微な違反行為と認めるときは，取消等処分に代えて，当該違反行為を行 

った指定業者等に対し，文書警告を行うことができる。 

３ 違反行為に満たないが注意の必要があると認めるときは，当該指定業者等 

に対し，口頭注意を行うことができる。 

（審査委員会） 

第６条 管理者は，主管課長の報告および協議により取消等処分を行う必要が 

あると認めるときは，排水設備工事審査委員会（以下「審査委員会」という。）

を開催することができる。 

（意見陳述） 

第７条 管理者は，審査委員会報告書が提出された場合において，取消等処分 

をしようとするときは，当該処分の名あて人となるべき者に対し，次の各号 

に定める意見陳述のための手続を執らなければならない。 

    (1) 指定の取消しまたは登録の取消しに該当するとき聴聞 

    (2) 指定の効力の停止または業務の停止に該当するとき 弁明の機会の付与 

２ 聴聞を実施するときは，聴聞通知書により通知するものとする。 

３ 聴聞は，総務担当課長が主宰し，終結したときは速やかに聴聞調書，およ 

び聴聞報告書を作成し，審査委員会へ提出する。 

４ 弁明の機会の付与をするときは，弁明書の提出を求めるものとする。 

５ 第１項から前項までの規定による意見陳述の手続は，函館市行政手続条例 

によるものとする。 

（処分の通知および公示） 

第８条 管理者は，取消等処分またはその他の措置を行ったときは，当該指定 

業者等に対して，取消等処分にあっては別記第４号様式により，その他の措 

置にあっては別記第５号様式により，遅滞なく通知するものとする。 

２ 管理者は，前項の取消等処分を行うときは，遅滞なくその旨を公示するも 

のとする。 

（費用の請求） 

第９条 法令等に基づく管理者の指示に従わない場合で，市に損害を与えるお 

それがあると認められるときは，管理者が指定業者等に代わって是正し，こ 

れに係る費用について，指定業者等に請求することができるものとする。 

 

 

 

 

－７９-１０－ 



（委任） 

第 10 条 この要綱の施行に関し必要な事項は，管理者が別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成２２年７月１日から施行する。 

附 則 

平成２２年１２月１日一部改正 

附 則 

平成２３年４月１日一部改正 

附 則 

平成２８年４月１日一部改正 

附 則 

令和元年１２月１４日一部改正 
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違反行為に該当するもの

［別記第１号様式］

甚大な違反行為　  軽微な違反行為　

 ［別記第３号様式］

口頭注意

指定排水設備工事業者および

違反行為疑い箇所発見

調査・事情聴取 事情聴取

下水道事業者
排水設備工事責任技術者

主管課長へ報告・協議

違反行為に満たないが、

注意の必要があるもの

審査委員会

違反行為是正指導

（てん末書添付）

主管部長へ報告・協議 文書警告

口頭注意

違反行為是正対応

てん末書提出指示 てん末書作成

違反行為報告書の作成

軽微な違反行為

文書警告

管理者へ報告・協議

（予定される処分内容の審査）

指定の効力の停止，業務

の停止に該当するもの

函館市企業局聴聞手続規

程による  指定の取消し，登録の取消し

に該当するもの

審査委員会

聴聞通知書作成・通知

［別記第２号様式］

弁明書作成

弁明書受理

聴聞通知

弁明の機会の付与
通知書作成

処分通知書作成 指定の効力の停止

聴　　聞

聴聞調書・聴聞報告書

（処分内容の審査）

処分決定（管理者）

・指定の取消しまたは

処分通知

［別記第４号様式］ ・登録の取消しまたは

公　　示 業務の停止

（２）函館市企業局指定排水設備工事業者の違反行為に係る事務処理フロー 
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(３
)　

函
館

市
企

業
局

指
定

排
水

設
備

業
者

の
違

反
行

為
に

係
る

措
置

基
準

下
水

道
条

例
お

よ
び

規
程

等
の

違
反

に
対

す
る

措
置

別
表

１

違
反

項
目

違
反

内
容

措
置

内
容

指
定

要
件

違
反

第
７

条
北

海
道

内
に

事
業

所
を

有
し

な
く

な
っ

た
と

き
。

登
録

を
受

け
た

責
任

技
術

者
が

専
属

し
て

い
な

い
と

き
。

工
事

の
施

行
に

必
要

な
設

備
，

器
材

等
を

有
し

て
な

い
と

き
。

第
１

４
条

不
正

の
手

段
に

よ
り

指
定

業
者

の
指

定
を

受
け

た
と

き
。

条
例

お
よ

び
規

程
等

の
規

定
に

違
反

し
た

と
き

。

第
８

条

届
出

義
務

違
反

第
１

２
条

①
営

業
を

廃
止

し
た

と
き

②
排

水
設

備
工

事
の

業
務

を
廃

止
し

た
と

き
。

③
経

営
者

(法
人

に
あ

っ
て

は
，

そ
の

代
表

者
)を

変
更

し
た

と
き

。

④
組

織
を

変
更

し
た

と
き

。

⑤
名

称
を

変
更

し
た

と
き

。

⑥
事

業
所

を
移

転
し

た
と

き
。

関
係

法
令

条
文

函
館

市
企

業
局

指
定

排
水

設
備

工
事

業
者

に
関

す
る

規
程

指
定

の
取

消
し

ま
た

は
文

書
警

告

排
水

設
備

工
事

の
業

務
に

関
し

，
不

誠
実

な
行

為
が

あ
る

等
管

理
者

が
指

定
業

者
と

し
て

不
適

当
と

認
め

た
と

き
。

指
定

の
取

消
し

ま
た

は
指

定
の

効
力

の
停

止
6
月

以
下

も
し

く
は

文
書

警
告

①
第

1
4
条

の
規

定
に

よ
り

指
定

を
取

り
消

さ
れ

，
そ

の
取

消
し

の
日

か
ら

２
年

を
経

過
し

な
い

者
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
と

き
。

指
定

の
取

消
し

②
第

2
3
条

の
規

定
に

よ
り

登
録

を
取

り
消

さ
れ

，
そ

の
取

消
し

の
日

か
ら

2
年

を
経

過
し

な
い

者
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
と

き
。

③
禁

錮
以

上
の

刑
に

処
せ

ら
れ

，
そ

の
執

行
を

終
わ

る
ま

で
の

者
ま

た
は

そ
の

執
行

を
受

け
る

こ
と

が
な

く
な

る
ま

で
の

者
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
と

き
。

⑤
本

人
ま

た
は

代
表

者
も

し
く

は
役

員
が

，
精

神
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

排
水

設
備

等
の

新
設

等
の

工
事

の
事

業
を

適
正

に
営

む
に

当
た

っ
て

必
要

な
認

知
，

判
断

お
よ

び
意

思
疎

通
を

適
切

に
行

う
こ

と
が

で
き

な
い

者
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
と

き
。

⑥
排

水
設

備
工

事
の

業
務

に
関

し
不

正
ま

た
は

不
誠

実
な

行
為

を
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
と

認
め

る
に

足
り

る
相

当
の

理
由

が
あ

る
者

で
あ

る
こ

と
が

判
明

し
た

と
き

。

⑦
法

人
の

場
合

に
あ

っ
て

は
，

そ
の

役
員

の
う
ち

に
上

記
①

～
⑥

に
該

当
す

る
者

が
い

る
と

き
。

函
館

市
企

業
局

指
定

排
水

設
備

工
事

業
者

に
関

す
る

規
程

次
の

い
づ

れ
か

に
該

当
す

る
事

項
の

届
出

を
せ

ず
，

又
は

虚
偽

の
届

出
を

し
た

と
き

。

④
本

人
ま

た
は

代
表

者
も

し
く

は
役

員
が

，
破

産
手

続
開

始
の

決
定

を
受

け
て

復
権

を
得

な
い

者
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
と

き
。

指
定

の
取

消
し

ま
た

は
指

定
の

効
力

の
停

止
6
月

以
下

も
し

く
は

文
書

警
告
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届
出

義
務

違
反

⑦
責

任
技

術
者

に
異

動
が

あ
っ

た
と

き
。

下
水

道
条

例
第

３
条

　
第

４
条

第
２

条
第

１
項

第
３

条
第

１
項

第
３

条
第

１
項

第
４

条
第

１
項

第
３

条
第

２
項

第
３

条
第

３
項

第
３

条
第

４
項

排
水

設
備

工
事

を
，

一
括

し
て

第
三

者
に

請
け

負
わ

せ
た

と
き

。

第
３

条
第

５
項

自
己

の
名

義
を

他
人

に
使

用
さ

せ
た

と
き

。

第
３

条
第

６
項

　
第

３
条

第
７

項

第
３

条
第

８
項

第
４

条
第

２
項

第
４

条
第

３
項

第
５

条

第
６

条

⑧
そ

の
他

管
理

者
が

必
要

と
認

め
る

届
出

事
項

を
証

す
る

書
類

の
提

出
に

対
し

，
拒

否
し

た
と

き
。

排
水

設
備

工
事

の
契

約
に

際
し

，
工

事
金

額
，

工
事

期
限

そ
の

他
の

必
要

事
項

を
明

確
に

示
さ

な
い

と
き

。

排
水

設
備

を
使

用
者

に
引

き
渡

し
た

後
1
年

以
内

に
生

じ
た

故
障

に
つ

い
て

，
無

償
で

修
理

し
な

い
と

き
。

た
だ

し
，

天
災

そ
の

他
不

可
抗

力
ま

た
は

使
用

者
の

責
め

に
よ

る
場

合
を

除
く

。

管
理

者
が

，
必

要
が

あ
る

と
認

め
る

際
，

排
水

設
備

工
事

の
業

務
状

況
そ

の
他

に
つ

い
て

報
告

の
求

め
に

応
じ

な
い

と
き

。

指
定

の
効

力
の

停
止

３
月

以
下

ま
た

は
文

書
警

告

管
理

者
が

定
め

る
施

工
基

準
に

基
づ

き
，

善
良

な
注

意
を

も
っ

て
，

施
行

し
な

い
と

き
。

文
書

警
告

ま
た

は
口

頭
注

意

自
己

の
雇

用
す

る
排

水
設

備
工

事
責

任
技

術
者

以
外

の
者

に
排

水
設

備
の

設
計

お
よ

び
工

事
の

監
督

を
行

わ
せ

た
と

き
。

使
用

人
ま

た
は

請
負

人
の

行
為

に
つ

い
て

，
こ

の
規

程
に

規
定

す
る

責
め

を
負

わ
な

い
と

き
。

事
業

運
営

基
準

違
反

排
水

設
備

の
新

設
，

増
設

ま
た

は
改

築
の

工
事

の
施

行
に

当
た

り
，

条
例

お
よ

び
規

程
を

遵
守

し
な

い
と

き
お

よ
び

管
理

者
の

指
示

に
従

わ
な

い
と

き
。

（
無

届
工

事
等

）

指
定

の
取

消
し

ま
た

は
指

定
の

効
力

の
停

止
6
月

以
下

も
し

く
は

文
書

警
告

下
水

道
条

例
施

行
規

程

函
館

市
企

業
局

指
定

排
水

設
備

工
事

業
者

に
関

す
る

規
程

排
水

設
備

工
事

の
申

込
み

を
受

け
，

正
当

な
理

由
が

な
く

，
こ

れ
を

拒
ん

だ
と

き
。

文
書

警
告

ま
た

は
口

頭
注

意

事
業

運
営

基
準

違
反

函
館

市
企

業
局

指
定

排
水

設
備

工
事

業
者

に
関

す
る

規
程

排
水

設
備

工
事

の
完

成
後

，
管

理
者

の
検

査
を

受
け

る
際

，
正

当
な

理
由

な
く

責
任

技
術

者
を

立
ち

会
わ

せ
な

い
と

き
。

文
書

警
告

ま
た

は
口

頭
注

意

検
査

の
結

果
，

工
事

が
不

完
全

で
あ

る
と

さ
れ

た
場

合
で

，
管

理
者

の
指

定
す

る
期

間
内

に
改

善
の

工
事

を
し

，
再

度
管

理
者

の
検

査
を

受
け

な
い

と
き

。
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罰
則

第
１

９
条

５
万

円
以

下
の

過
料

　
　 (
4
)
　

第
6
条

の
規

定
に

違
反

し
て

，
し

尿
を

排
除

し
た

者
。

函
館

市
下

水
道

条

例

(
1
)
　

第
3
条

の
規

定
に

よ
る

確
認

を
受

け
な

い
で

排
水

設
備

の
新

設
等

の
工

事

を
実

施
し

た
者

ま
た

は
虚

偽
の

申
請

に
よ

り
排

水
設

備
の

新
設

等
の

工
事

を
実

施
し

た
者

。

(
2
)
　

第
4
条

第
1
項

の
規

定
に

違
反

し
て

排
水

設
備

の
新

設
等

の
工

事
を

実
施

し
た

者
。

(
3
)
　

第
５

条
の

3
第

3
項

の
規

定
に

よ
る

届
出

を
行

わ
な

か
つ

た
者

。

(
5
)
　

第
7
条

の
規

定
に

よ
る

届
出

を
行

わ
な

か
つ

た
者

。

(
6
)
　

第
1
0
条

第
1
項

の
規

定
に

よ
る

記
録

を
し

な
か

つ
た

者
ま

た
は

虚
偽

の
記

録
を

し
た

者
。
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別
表

２

違
反

項
目

違
反

内
容

措
置

内
容

排
水

設
備

の
設

計
お

よ
び

工
事

の
監

督
を

行
わ

な
い

と
き

。

第
１

７
条

第
３

項

第
１

７
条

第
４

項

第
１

８
条

第
１

項
第

２
号

第
１

８
条

第
１

項
第

３
号

第
１

８
条

第
１

項
第

４
号

第
２

１
条

第
２

項

第
２

１
条

第
３

項
責

任
技

術
者

証
を

携
帯

し
な

い
で

業
務

に
従

事
し

た
と

き
。

第
２

３
条

第
１

項
第

１
号

第
２

３
条

第
１

項
第

２
号

偽
り

そ
の

他
不

正
な

行
為

に
よ

り
，

登
録

を
受

け
た

と
き

。

第
２

３
条

第
１

項
第

３
号

第
２

３
条

第
１

項
第

４
号

心
身

の
故

障
そ

の
他

の
理

由
に

よ
り

業
務

に
従

事
で

き
な

い
と

き
。

関
係

法
令

条
文

責
任

技
術

者
の

職
務

義
務

違
反

函
館

市
企

業
局

指
定

排
水

設
備

工
事

業
者

に
関

す
る

規
程

第
１

７
条

第
２

項
指

定
業

者
へ

所
属

し
な

い
で

，
排

水
設

備
の

設
計

お
よ

び
工

事
の

監
督

を
行

っ
た

と
き

。
文

書
警

告
ま

た
は

口
頭

注
意

業
務

を
行

う
に

当
た

り
条

例
お

よ
び

規
程

を
遵

守
し

な
い

と
き

，
も

し
く

は
管

理
者

の
指

示
に

従
わ

な
い

と
き

。

自
己

の
所

属
す

る
指

定
業

者
に

係
る

業
務

以
外

の
業

務
を

行
っ

た
と

き
。

禁
錮

以
上

の
刑

に
処

せ
ら

れ
，

そ
の

執
行

を
終

え
な

い
と

き
ま

た
は

そ
の

執
行

を
受

け
て

い
る

と
き

。
登

録
の

取
消

し

第
１

９
条

第
１

項
登

録
の

更
新

に
つ

い
て

申
請

し
な

い
と

き
。

登
録

の
取

消
し

精
神

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
責

任
技

術
者

の
職

務
を

適
正

に
営

む
に

当
た

っ
て

必
要

な
認

知
，

判
断

お
よ

び
意

思
疎

通
を

適
切

に
行

う
こ

と
が

で
き

な
い

者
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
と

き
。

破
産

者
手

続
開

始
の

決
定

を
受

け
て

復
権

を
得

な
い

者
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
と

き
。

排
水

設
備

工
事

責
任

技
術

者
に

対
す

る
措

置

責
任

技
術

者
証

の
記

載
事

項
に

変
更

が
あ

っ
た

と
き

，
届

出
を

せ
ず

，
当

該
記

載
事

項
の

訂
正

を
受

け
な

い
と

き
。

文
書

警
告

ま
た

は
口

頭
注

意

業
務

の
成

績
が

著
し

く
不

良
で

あ
る

と
き

，
ま

た
は

業
務

に
関

し
不

適
当

な
行

為
を

し
た

と
き

。
登

録
の

取
消

し
ま

た
は

業
務

の
停

止
６

月
以

下
も

し
く

は
文

書
警

告

責
任

技
術

者
証

を
他

人
に

譲
渡

し
，

も
し

く
は

貸
与

し
，

ま
た

は
改

ざ
ん

し
た

と
き

。

第
２

３
条

第
１

項
第

５
号

条
例

お
よ

び
規

程
等

の
規

定
に

違
反

し
た

と
き

。
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（４）違反行為に係る事務処理要綱に定める様式（別紙） 
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別記第１号様式（第４条関係）

１　工事を施行した者の氏名 氏名

（指定排水設備工事業者名） 住所

電話番号

　　工事の施行に関与した者の氏名 氏名

２　工事施行箇所 函館市　　　町　　丁目　　番　　号

３　排水設備使用者（設置者） 氏名

住所

電話番号

４　工事の施行期間および違反行為を 　　　　年　　月　　日　～　

　　行っていた期間

５　発見の状況等

　(1) 発見年月日 　　　　年　　月　　日 　

　(2) 発見した職員名 課・氏名

　(3) 発見の状況 調査年月日

調査時間

調査内容

状況写真添付

　(4) 是正を指示した職員名 課・氏名

　(5) 指示年月日 　　　　年　　月　　日

　(6) 指示内容

　(7) 是正後の状況

状況写真添付

６　工事の申請年月日および 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

７　下水道使用料調定状況および収納状況

８　その他報告を要すると認められる事項

　(1) 事情聴取の内容

　(2) 違反事項

　(3) 予定措置内容

　(4) 報告者 課・氏名

　(5) その他

違　反　行　為　報　告　書　

平成　　年　　月　　日

　函館市下水道条例，同施行規程および函館市企業局指定排水設備工事業者に関する規程
に違反する行為を認めたので，下記のとおり報告します。

記

（指定番号　第 　　　　 号）

（法人の場合，名称，代表者および担当者）

（交付番号第 　　　　 号）

（排水設備工事責任技術者）

（法人の場合，名称，代表者および担当者）

　　年　　月　　日

　　工事しゅん工年月日
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別記第２号様式（第７条関係） 

弁明の機会の付与通知書 

 

年  月  日  

 

         様 

 

                      函館市公営企業管理者     

企業局長        印 

 

不利益処分に係る弁明の機会の付与を次のとおり行うので，函館市行政手続条 

例第２８条の規定により通知します。 

 

予定される不利益 

 処分の内容 

 

 

 予定される不利益 

 処分の根拠となる 

 法令の条項 

 

 

 

 予定される不利益 

 処分の原因となる 

事実 

 

 

 

弁明書の提出先  

弁明書の提出期限            年  月  日 

※口頭による弁明 

の機会の付与 

出頭すべき日時    年  月  日     時  分 

出頭すべき場所 

問合せ先 
 

注１ 弁明をするときは，証拠書類または証拠物を提出することができます。 

 ２ ※印欄は，口頭による弁明の機会の付与を行う場合に記入してあります。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第３号様式（第７条関係） 

弁 明 書 

 

年  月  日  

 

函館市公営企業管理者    

企業局長         様 

 

住所         

氏名            印 

 

    年  月  日付けで通知のあった下記の弁明の機会の付与に関し，次 

のとおり弁明書を提出します。 

 

予定される不利益 

処分の内容 

 

 

 

 

 

予定される不利益 

処分の原因となる 

事実その他当該事 

案の内容について 

の意見 
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別記第４号様式（第８条関係） 

 

 

処 分 通 知 書 

 

年  月  日   

 

         様 

 

函館市公営企業管理者       

企業局長        印   

 

  函館市企業局指定排水設備工事業者に関する規程（第１４条・第２３条）の規定

により，次のとおり処分を決定したので，函館市企業局指定排水設備工事業者の違

反行為に係る事務処理要綱第８条の規定により通知します。 

 

 １ 違反行為に対する処分 

    （指定・登録）の取消し 

    （指定の効力・業務）の停止  ただし，    年  月  日から 

                           年  月  日まで 

 

 ２ 処分の理由 

 

 

 ３ 処分年月日       年   月   日 

 

 

   

  この処分について不服があるときは，この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に函館市長に対して審査請求をすることができます。 

また，この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に，函館

市を被告として（函館市公営企業管理者企業局長が被告の代表者となります。)，処

分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内であっても，処分の日から１年を経過すると処分の取消し

の訴えを提起することができなくなります。 ）。ただし，処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には，処分の取消しの訴

えは，その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に提起することができます。 
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別記第５号様式（第８条関係） 

 

 

警 告 通 知 書 

 

年  月  日   

 

         様 

 

函館市公営企業管理者       

企業局長        印   

 

 

  函館市下水道条例，同施行規程および函館市企業局指定排水設備工事業者に関する規程

に違反する行為があったので，函館市企業局指定排水設備工事業者の違反行為に係る事務

処理要綱第８条の規定により通知します。 

  なお，今後はこのような違反行為がないように，関係法令等を遵守の上，適正に業務を

行うよう十分注意されたい。 

 

 １ 違反行為に対する措置   文書警告 

 

 

 

 ２ 違反項目 

 

 

 

 ３ 措置年月日       年   月   日 
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別記第１号様式（第９条関係） 別紙　１

函館市企業局指定排水設備工事業者指定申請書

年　 　 　月 　 　　日

  函館市公営企業管理者企業局長　様

　函館市企業局指定排水設備工事業者の指定を受けたいので申請します。

　また，函館市企業局指定排水設備工事業者に関する規程第８条各号に掲げる

欠格事由に該当しないことを誓約します。

添付書類

１　個人の場合にあっては，住民票の写し

２　法人の場合にあっては，登記事項証明書および定款の写し

３　専属する責任技術者の名簿および雇用関係を証する書類

４　工事の施工に必要な設備および器材を有していることを証する書類

５　その他管理者が必要と認める書類

申
　
　
請
　
　
者

住　　　　所
（所　在　地）

氏          名
（名称および
代表者氏名)

 電  話　　　　　　 　（　　　   　）

印
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別記第２号様式（第10条関係）                                              別紙 ２ 

 

函館市企業局指定排水設備工事業者指定書 

 

                               年   月   日 

 

 

                      函館市公営企業管理者 

                       企業局長            印 

 

 

指 定 番 号
 

 

年度  第      号
 

 

 
住    所

 
（所  在  地）

 

 

 

 

 氏     名 

名称および 

代表者の氏名 

 

 

         

 

 指定の期間 

 

年      月      日から
 

年      月      日まで
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第３号様式 削 除 
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別記第４号様式（第19条関係） 別紙　３

         　　　　排水設備工事責任技術者登録（更新）申請書

　　　            　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　　     年　　 　　月　 　　　日

   

　函館市公営企業管理者企業局長　様

住　  　所

申請者 氏　  　名      印

生年月日  年　　 　　月　 　　　日

　

　 排水設備工事責任技術者の登録（更新）を受けたいので申請します。

　 また，函館市企業局指定排水設備工事業者に関する規程第１８条各号に掲げる欠格事由

に該当しないことを誓約します。

登 録 番 号　　　第　　　　　　　　　号（更新の場合のみ）

勤   務　 先　　　所在地

　　　　　　　　　　名   称

　　　　　　　　　　　　　電 　話　　　　　　　　　　 （　　　　　　）　　　　

業務を行う市町村

添 付 書 類

１　写真（縦3.5センチメートル，横2.5センチメートルの大きさのもの）

２　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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別記第５号様式（第 21 条関係）                       別紙 ４ 

函館市企業局

排水設備工事責任技術者証

写 真

登録番号 第 号

有効期限
年 月 日か ら

年 月 日ま で

住 所

氏 名

年 月 日生

年 月 日交付

函館市公営企業管理者

企業局長 印

所属指定業者名 異動年月日 確 認

． ．

． ．

． ．

． ．

． ．

13センチメートル

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

9.5

注 意 事 項

１ 業務に従事する場合，必ず本証

を携帯すること。

２ 本証は，他人に貸与しないこと。

３ 函館市企業局職員または工事の

委託者の要求があったときは，

本証を提示すること。

４ 本証の記載事項に変更が生じた

ときは，速やかに届け出ること。

５ 登録の取消しがあったときは，

本証を速やかに返還すること。

６ 登録の更新をしようとするとき

は，有効期間満了の日の30日前

までに申請すること。

（裏）

（表）
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                                 別紙 ５ 

 

 函館市企業局指定排水設備工事業者        届 

 

 

   年   月   日 

 

函館市公営企業管理者企業局長  様 

 

届出人   住  所 

氏  名                                    ㊞ 

 

 

 

  

下記のとおり        したいので届け出ます。 

 

 

 

 

 

届出事項 

 

 

 

（旧） 

 

 

（新） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 ６ 

 異 動 

 廃 止  

 異 動 

 廃 止 
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函館市排水設備工事責任技術者内容変更届 
年    月    

日 

 

函館市公営企業管理者企業局長  様 

 

登録番 号 №                          

届 出 者   住 所                                            

          氏 名                                    ㊞     

           生 年 月 日                  年    月    日     

           電 話 番 号 

 

次のように変更いたしました。 

変更した事項 変 更 後 変 更 前 

住   所   

氏   名   

勤

務

先 

住  所   

名  称   

電話番号   

 ※変更した事項のみ記入すること。 
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別紙　７

 　　　　　　　　  　　　　　  指定排水設備工事業者欠格要件該当届

　　　            　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　       　     年　　 　　月　 　　　日 

   

　函館市公営企業管理者企業局長　様

指定番号　　第　　　　　　　　号

住　所（所在地）

氏名または名称

　（代表者名） 　印

　函館市企業局指定排水設備工事業者に関する規程第１２条第８号の規定に基づき，下記のと

おり，欠格要件に該当するに至ったので，届出をします。

備考　この様式により難いときは，この様式に準じた別の様式を用いることができる。

年　　　　　月　　　　　日

該当するに至った欠格要件

当該欠格要件に該当するに
至った具体的事由

当該欠格要件に該当するに
至った年月日
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第５部 

 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５部 その他 

 １．函館市排水設備設置義務免除許可事務取扱要綱         ７９－３１ 

２．函館市キッチン生ごみ処理システム計画確認等事務取扱要綱   ７９－４２ 
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１.函館市排水設備設置義務免除許可事務

取扱要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１．函館市排水設備設置義務免除許可事務取扱要綱 

    （目的） 

第１条 この要綱は，下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下「法」  

という。）第１０条第１項ただし書の規定に基づく排水設備の設置義 

務を免除する許可に関し必要な事項を定め，下水道事業における適正 

な業務の執行を図ることを目的とする。 

    （用語の定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ 

    当該各号に定めるところによる。 

 (1) 下水 法第２条第１号に規定する下水をいう。 

 (2) 汚水 法第２条第１号に規定する汚水をいう。 

 (3) 公共下水道 法第２条第３号に規定する公共下水道をいう。 

    (4) 流域下水道 法第２条第４号に規定する流域下水道をいう。 

 (5) 終末処理場 法第２条第６号に規定する終末処理場をいう。 

 (6) 排水区域 法第２条第７号に規定する排水区域をいう。 

 (7) 公共用水域 水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第２ 

  条第１項に規定する公共用水域をいう。 

 (8) 温泉 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）第２条第１項に規定 

  する温泉をいう。 

（許可） 

    第３条 法第１０条第１項ただし書の許可(以下単に「許可」という。) 

は，工場または事業場における１施設の１排出口ごとに行うものとす 

る。 

２ 前項の排出口については，２以上の施設の排出口が接続した排水管 

 または排水渠
きょ

が設けられている場合においては，２以上の施設のそれ 

 ぞれの排出口から当該２以上の施設の排出口が接続した排水管または 

 排水渠
きょ

に排出される下水が，互いに次条第２項第１号アからウまでに 

 掲げる区分による同一の区分に属する下水であるときは，当該２以上 

 の施設の排出口が接続した排水管または排水渠
きょ

に異なる区分に属する 

 下水が合流していない場合に限り，当該２以上の施設の排出口を１つ 

の排出口とみなすことができる。 

３ 公営企業管理者（以下「管理者」という。）は，許可をする場合に 

 おいては，法第３３条の規定に基づき，次に掲げる条件を付するもの 

 とする。 

    (1) 許可に係る排出口以外から公共用水域に下水を排除しないこと。 

 (2) 第７条第１項，第８条および第９条の規定を遵守すること。   
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 (3) 許可を受けた者（以下「許可済者」という。）が当該許可に係る 

  下水（以下「許可下水」という。）を公共用水域に排除しなくなっ 

  たときは，当該許可下水に係る許可は，その効力を失うものである 

  こと。 

    (4) 管理者が許可に係る事務の適正な執行を図るため，許可済者に対 

  し，許可下水の水質および工場または事業場における施設の維持管 

  理状況について報告を求めたときは，これに応じること。 

 (5) 管理者が許可に係る事務の適正な執行を図るため，その職員に検 

  査を行う職員としての身分を示す証明書を携帯させ，関係者の請求 

  があったときはこれを提示させることとし，許可済者の工場または 

  事業場に立ち入り，許可下水その他の物件を検査させることを求め 

  たときは，これに応じること。 

 (6) その他管理者が許可に係る事務を行うため必要と認める条件 

    （許可の申請） 

第４条 許可を受けようとする者は，次の各号に掲げる事項を記載した 

 申請書を管理者に提出しなければならない。 

 (1) 氏名および住所（法人にあっては，名称，代表者の氏名および主 

     たる事務所の所在地）ならびに電話番号 

    (2) 工場または事業場の名称および所在地 

 (3) 排水設備を設置しないで公共用水域に下水を排除する排出口の位 

  置 

 (4) 排水設備を設置しないで排除する下水の種類 

 (5) 排水設備を設置しないで下水を排除する公共用水域の名称 

 (6) 排水設備を設置しないで公共用水域に排除する下水の水量および 

排水設備を設置して公共下水道（終末処理場を設置しているものま 

たは終末処理場を設置している流域下水道に接続しているものに限 

る。）に排除する下水の水量 

    (7) 排水設備を設置しないで公共用水域に下水の排除を開始する予定 

  年月日 

 (8)  排水設備を設置しないで公共用水域に排除する下水の水質測定の 

  結果または当該下水の予定水質（前号に規定する日前に水質測定を 

  行うことができない場合に限る。） 

２ 前項第８号の水質測定については，次の各号に定めるところによら 

 なければならない。 

    (1) 水質の測定は，次に掲げる下水の区分に応じ，別表に定める測定 

  しなければならない項目について，同表に定める検定方法により行 
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  わなければならない。 

     ア 冷却用水またはこれに類する水道水，河川の水，湖沼の水，地 

   下水，雨水等の淡水に近い下水 

     イ 温泉，海水またはこれらに類する淡水以外の天然水に近い下水 

  ウ アおよびイに掲げる下水以外の下水 

 (2) 前号の測定は，申請の日前２箇月の間において，測定日および測 

  定時刻の間隔がそれぞれおおむね均等になるように，全日操業をし 

  ている場合にあっては１箇月につき１日当たり９回以上を１日以上 

  の日において，全日操業している場合以外の場合にあっては１箇月 

  につき１日当たり操業時間内に３回以上（このうち３回は，操業開 

  始直後および操業終了直前の時点ならびに操業開始から操業終了ま 

  での間のほぼ中間的な時点とする。）を２日以上の日において行う 

  こと。 

 (3) 前号の規定による測定の回数および時期については，管理者が下 

  水を排除する工場または事業場の操業の態様からみて前号の規定に 

  よる測定の回数および時期による必要がないと認めるときは，管理 

  者が別に定める回数および時期によることができる。 

 (4) 第１号の測定のための試料は，次号に規定する場合を除くほか， 

  公共用水域（２以上の施設の排出口が接続した排水管または排水渠
きょ

 

が設けられている場合にあっては，当該排水管または排水渠
きょ

。以下 

  この号において同じ。）への排出口ごとに，公共用水域に流入する 

  直前で，公共用水域による影響の及ばない地点で，水深の中層部か 

  ら採取すること。 

 (5) ２以上の施設の排出口が接続した排水管または排水渠
きょ

が設けられ 

  ている場合において，２以上の施設のそれぞれの排出口から当該２ 

  以上の施設の排出口が接続した排水管または排水渠
きょ

に排出される下 

  水が，互いに第１号アからウまでに掲げる区分による同一の区分に 

  属する下水であるときの試料の採取は，前号の規定にかかわらず， 

  当該２以上の施設の排出口が接続した排水管または排水渠
きょ

から公共 

  用水域（公共用水域に至るまでの間に当該排水管または排水渠
きょ

の下 

  水を異なる区分の下水と合流させるために当該排水管または排水渠
きょ

 

  が更に接続した排水管または排水渠
きょ

が設けられている場合にあって 

  は，当該更に接続した排水管または排水渠
きょ

。以下この号において同 

  じ。）への排出口ごとに，当該２以上の施設の排出口が接続した排 

  水管または排水渠
きょ

から公共用水域に流入する直前で，公共用水域に 

  よる影響の及ばない地点で，水深の中層部から採取して行うことが 
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  できる。 

３ 第１項の申請書は，別記第１号様式によらなければならない。 

     （許可の基準） 

第５条 管理者は，前条の申請が次の各号に適合していると認めるとき 

 でなければ，許可をしてはならない。 

 (1) 下水の水質（前条第１項第８号に規定する予定水質を含む。）が 

  前条第２項第１号ア，イまたはウに掲げる下水の区分に応じ，それ 

  ぞれ別表に定める測定しなければならない項目について同表に定め 

  る基準値を満たすものであり，かつ，その水質が将来にわたって確 

  保できる保証が得られること。 

  (2) 排水設備を設置しないで公共用水域に直接下水を排除することが 

  合理的であること。 

    (3) 排除しようとする下水がし尿に関するものでないこと。 

（許可証の交付） 

第６条 管理者は，第４条の申請があった場合において，許可をするこ 

とと決定したときは，別記第２号様式の許可証を当該申請をした者に 

  交付するものとする。 

     （変更の許可） 

第７条 許可済者は，許可に係る排水設備を設置しないで下水を排除す 

  る公共用水域または第４条第１項第６号に掲げる事項を変更しようと 

 するときは，別記第３号様式の申請書により管理者に申請し，その許 

 可を受けなければならない。 

２ 第５条の規定は，前項の許可に準用する。 

     （氏名等の変更の届出） 

第８条 許可済者は，第４条第１項第１号に掲げる事項または同項第２ 

 号に掲げる事項（工場または事業場の名称に限る。）に変更があった 

 ときは，遅滞なく，別記第４号様式の届出書により管理者に届け出な 

 ければならない。 

     （廃止の届出） 

第９条 許可済者は，許可下水を公共用水域に排除しなくなったときは， 

 遅滞なく，別記第５号様式の届出書により管理者に届け出なければな 

 らない。 

     （許可の取消し等） 

第10条  管理者は，許可済者が，許可に付した条件に違反したとき，ま 

   たは偽りその他不正な手段により許可を受けたときは，法第３８条の 

規定に基づき，許可を取り消し，もしくはその条件を変更し，または 
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行為の中止，変更その他の必要な措置を命ずるものとする。 

      （関係機関との調整） 

第11条 管理者は，許可をしようとするときは，関係機関と密接な調整 

  を行わなければならない。 

   附 則 

 この要綱は，平成１１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１２年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１４年１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１８年１２月１１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２４年１月６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２４年５月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２６年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２７年１０月２１日から施行する。 
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別表（第４条，第５条関係）

基 準 値
項 目 検 定 方 法

函 館 湾 処 理 区 域 南 処 理 区 域
下水の水質の検定方法等に関する省令（

厚生省
水 素 イ オ ン 濃 度 （ ｐ Ｈ ） 水素指数 以上 以下 水素指数 以上 以下 昭和 年 令第 号。以下「省令」１ ５．８ ８．６ ５．８ ８．６ ３７ １建設省

という。）第 条第 号に規定する方法８ １
生物 化 学的酸素要求量（ＢＯＤ） 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２ １５ １５ ８ ２
浮 遊 物 質 量 （ Ｓ Ｓ ） 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３ ４０ ４０ ８ ３
大 腸 菌 群 数 個／ｃｍ 以下 個／ｃｍ 以下 省令第 条に規定する方法４ ３，０００ ３，０００ ６３ ３

カ ド ミ ウ ム 及 び そ の 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法５ ０．０１ ０．０３ ８ ９
シ ア ン 化 合 物 検出されないこと。 以下 省令第 条第 号に規定する方法６ １ ８ １０

有 機 燐 化 合 物 検出されないこと。 以下 省令第 条第 号に規定する方法７ １ ８ １１
りん

鉛 及 び そ の 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法８ ０．１ ０．１ ８ １２
価 ク ロ ム 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法９ 六 ０．０５ ０．５ ８ １３

砒 素 及 び そ の 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１０ ０．０５ ０．１ ８ １４
ひ

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１１ ０．０００５ ０．００５ ８ １５
ア ル キ ル 水 銀 化 合 物 検出されないこと。 検出されないこと。 省令第 条第 号に規定する方法１２ ８ １６
ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１３ ０．００３ ０．００３ ８ １７
ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１４ ０．１ ０．１ ８ １８
テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１５ ０．１ ０．１ ８ １９
ジ ク ロ ロ メ タ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１６ ０．２ ０．２ ８ ２０
四 塩 化 炭 素 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１７ ０．０２ ０．０２ ８ ２１

， － ジ ク ロ ロ エ タ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１８ １ ２ ０．０４ ０．０４ ８ ２２
， － ジ ク ロ ロ エ チ レ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法１９ １ １ １ １ ８ ２３

シス － ， －ジクロロエチレン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２０ １ ２ ０．４ ０．４ ８ ２４
， ， － ト リ ク ロ ロ エ タ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２１ １ １ １ ３ ３ ８ ２５
， ， － ト リ ク ロ ロ エ タ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２２ １ １ ２ ０．０６ ０．０６ ８ ２６
， － ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２３ １ ３ ０．０２ ０．０２ ８ ２７

チ ウ ラ ム 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２４ ０．０６ ０．０６ ８ ２８
シ マ ジ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２５ ０．０３ ０．０３ ８ ２９
チ オ ベ ン カ ル ブ 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２６ ０．２ ０．２ ８ ３０
ベ ン ゼ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２７ ０．１ ０．１ ８ ３１
セ レ ン 及 び そ の 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法２８ ０．１ ０．１ ８ ３２
ほ う 素 及 び そ の 化 合 物 （海域以外 ）以下 （海域以外 ）以下 省令第 条第 号に規定する方法２９ ２３０ １０ ２３０ １０ ８ ３３
ふ っ 素 及 び そ の 化 合 物 （海域以外 ）以下 （海域以外 ）以下 省令第 条第 号に規定する方法３０ １５ ８ １５ ８ ８ ３４

， － ジ オ キ サ ン 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３１ １ ４ ０．５ ０．５ ８ ３５
フ ェ ノ － ル 類 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３２ ５ ５ ８ ３６
銅 及 び そ の 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３３ ３ ３ ８ ３７
亜 鉛 及 び そ の 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３４ ２ ２ ８ ３８
鉄 及 び そ の 化 合 物 （ 溶 解 性 ） 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３５ １０ １０ ８ ３９
マンガン及びその化合物（溶解性） 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３６ １０ １０ ８ ４０
ク ロ ム 及 び そ の 化 合 物 以下 以下 省令第 条第 号に規定する方法３７ ２ ２ ８ ４１
ダ イ オ キ シ ン 類 ｐｇ／Ｌ以下 ｐｇ／Ｌ以下 省令第 条第 号に規定する方法３８ １０ １０ ８ ４２

排水基準を定める省令の規定に基づく環
境大臣が定める排水基準に係る検定方法（

化 学 的 酸 素 要 求 量 （ Ｃ Ｏ Ｄ ） (日間平均値 )以下 (日間平均値 )以下３９ １６０ １２０ １６０ １２０
昭和 年環境庁告示第 号。以下「検４９ ６４
定方法」という。）第 号に規定する方法３1

以下（アンモニア性窒素に 以下（アンモニア性窒素に１００ １００
アンモニア，アンモニウム化合物，４０

を乗じたもの，亜硝酸性窒 を乗じたもの，亜硝酸性窒 検定方法第 号に規定する方法０．４ ０．４ ２７
亜 硝 酸 化 合 物 及 び 硝 酸 化 合 物

素及び硝酸性窒素の合計量） 素及び硝酸性窒素の合計量）
ノルマルヘキサン ( ) 鉱 油 類 含 有 量 以下 以下４１ 1 ５ ５

省令第 条第 号に規定する方法８ ６
抽出物質含有量 ( ) 動植物油脂類含有量 以下 以下2 ３０ ３０

窒 素 含 有 量 (日間平均値 )以下 省令第 条第 号に規定する方法４２ １２０ ６０ ８ ７

燐 含 有 量 (日間平均値 )以下 省令第 条第 号に規定する方法４３ １６ ８ ８ ８
りん

備 考
この表に掲げる基準値の単位は，水素イオン濃度（ｐＨ），大腸菌群数およびダイオキシン類以外の項目については，ｍｇ／Lとする。１
「検出されないこと。」とは，検定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において，その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。２
測定しなければならない項目のうち，管理者が下水を排除する工場または事業場の属する業種からみて測定を省略させることができる項目として認める項目があるときは，３

当該項目については，測定を要しない。
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別記第１号様式（第４条関係） 

排 水 設 備 設 置 義 務 免 除 許 可 申 請 書 

年   月    日   

 

  函館市公営企業管理者企業局長  様               

 
 
               法人にあっては， 
          住 所  主たる事務所の 
               所 在 地 

               法人にあっては， 
     申請 者 氏 名  名称および代表                 印  
               者の氏名 

          電 話 番 号                    

                                                             

 

  下水道法第１０条第１項ただし書の規定に基づく許可を受けたいの 

 で，次のとおり申請します。   

１ 
工場または事業場の 

名称 
  

２ 
工場または事業場の 

所在地 
  

３ 下水の排出口の位置 別 紙 図 面 の と お り  

４ 下 水 の 種 類 
ア      イ      ウ 

（ 下 水 の 名 称 ：         ） 

５ 公 共 用 水 域 の 名 称   

６  下 水 の 水 量 
（ 1 ）  公共用水域            m ３ / 日  

（ 2 ）  公共下水道              m ３ / 日  

７  排除開始予定年月日 年        月        日  

８ 水 質 測 定 結 果 別紙の分析機関による計量(分析)証明書のとおり 

 注  ４の下水の種類欄は，許可を受けようとする下水について，次の 

  アからウまでに掲げるいずれか１つの該当する記号を○で囲み，そ 

   の下水の名称を記入すること。                 

  ア  冷却用水またはこれに類する水道水，河川の水，湖沼の水，地 

     下水，雨水等の淡水に近い下水 

  イ  温泉，海水またはこれらに類する淡水以外の天然水に近い下水 

ウ  アおよびイに掲げる下水以外の下水            
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別記第２号様式（第６条関係）
排水設備設置義務免除許可証

年 月 日

様

函館市公営企業管理者

企業局長 印

年 月 日付けで申請のあった下水道法第１０条第１
項ただし書の規定に基づく排水設備を設置しない下水の排除について
は，次のとおり許可します。

工場または事業場の
１

名称
工場または事業場の

２
所在地

３ 下水の排出口の位置 別 紙 図 面 の と お り

４ 下 水 の 種 類 （下水の名称： ）

５ 公 共 用 水 域 の 名 称

(1) 公共用水域 m /日３

６ 下 水 の 水 量
(2) 公共下水道 m /日３

排除の開始を許可す
７ 年 月 日

る期日

８ 許 可 の 条 件
(1) 許可に係る排出口以外から公共用水域に下水を排除しないこと。
(2) 公共用水域または下水の水量を変更しようとするときは，公営企業管理者

の許可を受けること。
(3) 許可を受けた者の氏名もしくは住所（法人にあっては,名称 ,代表者の氏名

もしくは主たる事務所の所在地）または電話番号に変更があったときは，遅
滞なく，公営企業管理者に届け出ること。

(4) 許可に係る下水を公共用水域に排除しなくなったときは，遅滞なく，公営
企業管理者に届け出ること。

(5) 許可に係る下水を公共用水域に排除しなくなったときは，この許可は，そ
の効力を失うものであること。

(6) 公営企業管理者が許可に係る事務の適正な執行を図るため，許可に係る下
水の水質および工場または事業場における施設の維持管理状況について報告
を求めたときは，これに応じること。

(7) 公営企業管理者が許可に係る事務の適正な執行を図るため，その職員に検
査を行う職員としての身分を示す証明書を携帯させ，関係者の請求があった
ときはこれを提示させることとしたうえで，許可に係る工場または事業場に
立ち入り，許可に係る下水その他の物件を検査させることを求めたときは，
これに応じること。

(8) その他管理者が許可に係る事務を行うため必要と認める条件

９ そ の 他
許可の条件に違反したとき，または偽りその他不正な手段により許可を受け

たときは，下水道法第３８条の規定に基づき，許可を取り消し，もしくは許可
の条件を変更し，または行為の中止，変更その他の必要な措置を命ずることが
あります。
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別記第３号様式（第７条関係） 

排水設備設置義務免除変更許可申請書 

年   月    日   

 

  函館市公営企業管理者企業局長  様               

 
 
               法人にあっては， 
          住 所  主たる事務所の 
               所 在 地 

               法人にあっては， 
     申請 者 氏 名  名称および代表                 印  
               者の氏名 

          電 話 番 号                   

                                                            

  下水道法第１０条第１項ただし書の規定に基づき排水設備を設置し 

 ないで下水を排除する許可を受けた事項について，変更の許可を受け 

 たいので，次のとおり申請します。   

１ 許 可 年 月 日                  年     月     日 

２  変 更 事 項 
変     更     内     容 

変   更   前 変   更   後 

 

 

 

 

 

(1) 公共用水域の名称   

(2) 下  水  の  水  量 
(1) 公共用水域      m３/日 

(2) 公共下水道      m３/日 

(1) 公共用水域      m３/日 

(2) 公共下水道      m３/日 

３ 
変更しようとする 年 

月 日 

 

                 年     月     日 

 

４ 変 更 の 理 由 

 

  

 

 

添付書類 

  排水設備設置義務免除許可 証 
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別記第４号様式（第８条関係） 

氏 名 等 変 更 届 出 書 

年   月    日   

 

  函館市公営企業管理者企業局長  様               

 
 
               法人にあっては， 
          住 所  主たる事務所の 
               所 在 地 

               法人にあっては， 
     届 出 者 氏 名  名称および代表                 印  
               者の氏名 

          電 話 番 号                   

                                                             

 

  下水道法第１０条第１項ただし書の規定に基づき受けた排水設備を 

 設置しないで下水を排除する許可について，次のとおり変更があった 

 ので届け出ます。 

１   許 可 年 月 日            年     月     日 

２   変 更 年 月 日            年     月     日 

３   変 更 事 項 
変       更       内       容 

変   更   前 変   更   後 

 

(1) 
氏 名 （ 法 人 に あ っ  

て は ， 名 称 ） 
  

(2) 法人の代表者の氏名   

(3) 

住 所 （ 法 人 に あ っ 

て は ， 主 た る 事 務 

所 の 所 在 地 ） 

  

(4)   電 話 番 号 －      －      

(5) 
工 場 ま た は 事 業 場 

の名 称 
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別記第５号様式（第９条関係） 

下 水 排 除 廃 止 届 出 書 

年   月    日   

 

  函館市公営企業管理者企業局長  様               

 
 
               法人にあっては， 
          住 所  主たる事務所の 
               所 在 地 

               法人にあっては， 
     届 出 者 氏 名  名称および代表                 印  
               者の氏名 

          電 話 番 号                   

                                                             

 

  下水道法第１０条第１項ただし書の規定に基づき受けた排水設備を 

 設置しないで下水を排除する許可について，次のとおり公共用水域に 

 下水を排除しなくなったので届け出ます。 

１ 許 可 年 月 日            年     月     日 

２  
工場または事業場 の 

名 称 
 

３ 
工場または事業場 の 

所在 地 
 

４ 下水の排出口の位 置 別  紙  図  面  の  と  お  り 

５ 下 水 の 種 類   （下水の名称：       ）  

６ 
下水を排除しなく な 

った年月 日 
           年     月     日 

７ 
下水を排除しなく な 

った理由 
 

 添付書類 

  排水設備設置義務免除許可 証 
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２．函館市キッチン生ごみ処理システム 

計画確認等事務取扱要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．函館市キッチン生ごみ処理システム計画確認等事務取扱要綱   

       （目的）                                                       

第１条  この要綱は，建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法 

    律第１００号）第３条の規定による改正前の建築基準法（昭和２５年 

     法律第２０１号。次条において「改正前の建築基準法」という。）第 

     ３８条の規定に基づき建設大臣が配管設備として認定したキッチン生 

     ごみ処理システムに係る函館市下水道条例（昭和４９年函館市条例第 

     ５号。以下「条例」という。）第３条の確認等の事務について必要な 

     事項を定め，公共下水道事業における適正な業務の執行を図ることを 

     目的とする。                          

       （用語の定義）                         

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ 

 当該各号に定めるところによる。                                 

       (1) キッチン生ごみ処理システム ディスポーザー（生ごみを破砕す 

        る装置をいう。以下この号において同じ。），これに接続し生ごみ 

     を分解処理するために設けられる反応槽およびこれに接続して処理 

  水を公共下水道に排除するために設けられる設備ならびにこれらの 

  設備を補完するために設けられる設備の総体（ディスポーザーの単 

  体を設置し，破砕した生ごみを公共下水道に直接排除する設備であ 

  るものを除く。）であって，建設大臣が改正前の建築基準法第３８ 

  条の規定に基づき認定した配管設備をいう。           

 (2) 使用者 キッチン生ごみ処理システム（以下｢システム｣という｡） 

  の維持管理について最終的な責任を負う者をいう。        

    (3) メーカー 改正前の建築基準法第３８条の規定に基づき建設大臣 

  が認定したシステムの製造および販売等を行う者をいう。     

    （申請書の添付書類）                      

第３条 システムの設置または変更の計画について条例第３条の確認の 

 申請をしようとする者（第６条において「申請者」という。）は，函 

 館市下水道条例施行規程（平成６年函館市水道局規程第１５号）第２ 

 条第１項に規定する申請書に，次に掲げる書類を添付して，公営企業 

  

 

－７９-４２－ 



管理者（以下「管理者」という。）に提出しなければならない。   

  (1) システムの認定書の写し                   

    (2) システムの仕様書                      

    (3) システムの設置図                      

    (4) システムの維持管理計画表（別記第１号様式）         

    (5) 維持管理業務委託契約書の写しまたは維持管理業務委託契約確約 

     書（別記第２号様式）                     

  (6) 使用者承継確約書（別記第３号様式）             

 (7) その他管理者がシステムの設置または変更の計画の確認に係る事 

   務を行うために必要と認める書類                

    （維持管理に関する指導）                    

第４条 管理者は，システムの適切な維持管理を確保するため，使用者 

  に対し，次に掲げる事項を遵守するよう指導するものとする。    

    (1) 当該システムの所定の性能を保持するよう維持管理に努めること。 

    (2) 維持管理計画表に基づく点検を維持管理委託契約を締結した専門 

  の維持管理業者に行わせることとし，当該点検の実施記録等維持管 

  理に関する資料を３年間保存すること。             

    (3) 管理者が維持管理状況について報告を求めたときは，これに応じ 

  ること。                           

    (4) その他管理者の維持管理に関する指導に協力すること。     

     （措置命令）                                            

第５条  管理者は，使用者が条例第５条の２各号に定める基準に適合し 

 ない下水（水洗便所から排除される汚水を除く。）もしくは条例第５ 

  条の３第１項各号に定める基準に適合しない下水（水洗便所から排除 

 される汚水および下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下この条に 

 おいて「法」という。）第１２条の２第１項または第５項の規定によ 

 り処理区域内の公共下水道に排除してはならないこととされる下水を 

 除く。）を公共下水道に排除したとき，または公共下水道の管理上必 

 要があると認めたときは，法第３８条の規定に基づき，当該使用者に 

 対し，行為の中止，変更その他の必要な措置を講ずるよう命ずるもの 
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とする。                             

    （メーカーに対する指導）                     

第６条 管理者は，必要があると認める場合には，メーカーに対し，次 

 に掲げる事項を遵守するよう指導するものとする。         

   (1) システムの販売に当たり，申請者に対し，当該システムの維持管 

    理については，専門の維持管理業者との維持管理業務委託契約の締 

    結が必要であることおよび管理者の行う維持管理に関する指導に協 

    力することが必要であることを説明し，その理解を得るよう努める 

    こと。                            

    （関係機関との連携）                      

第７条 管理者は，函館市下水道条例施行規程第２条第２項の規定によ 

   る審査に当たっては，関係機関との密接な連携を図るものとする。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 
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別記第１号様式（第３条関係）                   

維持管理計画表 

                                 

点 検 項 目 点検回数(回／年) 

１ 

配管 系 

 

統 部  

 

生ごみ流入配管部 

  

   ディスポ－ザ－か ら 

   

   反応槽までの配管部分 

 

閉塞状況  

漏洩状況  

損傷状況  

清 掃  

 

処理水放流配管部 

  

   反応槽から公共ます等 

  

   までの配管部分 

閉塞状況  

漏洩状況  

損傷状況  

清 掃  

２ 

反応 槽 

 

部 

防臭装置 
 

 

スカム発生量 
 

 

処 

理 

水 

水 

質 

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） 
 

 

浮遊物質量（ＳＳ） 
 

 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
 

 

引抜汚泥量 
 

 

清 掃  

 注 「スカム」とは，水面に発生するもので，油脂，繊維または固  

  形物等が集まったものをいう。                 

 

 

 

－７９-４５－ 



 

 

別記第２号様式（第３条関係）                   

維 持 管 理 業 務 委 託 契 約 確 約 書 

年  月   日 

 

  函館市公営企業管理者企業局長  様               

 
 
               法人にあっては， 
          住 所  主たる事務所の 
               所 在 地 

               法人にあっては， 
     申請 者 氏 名  その名称および                印  
               代表者の氏名 

          電 話 番 号                   

                                                             

 

   次のキッチン生ごみ処理システムの使用者が確定していないので，  

 使用者が確定したときは，直ちに，使用者に当該システムの維持管理  

 に関し専門の維持管理業者と契約を締結させることとし，締結後は，  

 速やかに使用者承継確約書および維持管理業務委託契約書の写しを提  

 出させます。                           

 

 

１ 大 臣 認 定 番 号                       

 

２ 認 定 年 月 日          年   月   日        

 

３ キッチン生ごみ処理システムの名称   

－７９-４６－ 



 

 

別記第３号様式（第３条関係）                   

使 用 者 承 継 確 約 書 

年  月   日 

 

  函館市公営企業管理者企業局長  様               

 
 
               法人にあっては， 
          住 所  主たる事務所の 
               所 在 地 

               法人にあっては， 
     申請 者 氏 名  その名称および                印  
               代表者の氏名 

          電 話 番 号                   

                                                             

 

   次のキッチン生ごみ処理システムを設置する建築物の譲渡等を行う  

 場合においては，当該譲渡等により新たに使用者となる者が函館市キ  

ッチン生ゴミ処理システム計画確認等事務取扱要綱第４条に定める維  

持管理に関する指導を受ける地位を継承するものであることを当該者  

に説明します。                         

  

 

１ 大 臣 認 定 番 号                       

 

２ 認 定 年 月 日          年   月   日        

 

３ キッチン生ごみ処理システムの名称   

 

 

 

 

 

－７９-４７－ 



 

 

 

 

 

第６部 

 

申請書等の様式と記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６部 申請書等の様式と記入例                        

 別紙 １ 排水設備計画確認申請書                   ８１ 

 別紙 ２ 排水設備工事材料表（自己資金工事）             ８２ 

 別紙 ３ 排水設備工事設計書（貸付資金工事）             ８３ 

 別紙 ４ 排水設備工事図面                      ８４ 

別紙 ４－１ 床下集合配管システムに係る確認書            ８５ 

 別紙 ５ 排水設備計画確認通知書                   ８６ 

 別紙 ６ 水洗便所改造等資金                        

      排水設備設置資金                        

 別紙 ７ 排水設備工事完成届書                    ８８ 

 別紙 ８ 公共下水道使用開始（休止・廃止・再開・変更）届書      ８９ 

 別紙 ９ 排水設備工事検査表                     ９０ 

 別紙 ９－１ 床下集合配管システム（排水ヘッダー）チェック表     ９１ 

別紙１０－１ 工事写真（１）                     ９２ 

 別紙１０－２ 工事写真（２）                     ９３ 

 別紙１１ 委任状                           ９４ 

 別紙１２ 水洗便所改造等資金                        

      排水設備設置資金                        

 別紙１３ 排水設備検査済書                      ９６ 

 別紙１４ 取り止め届                         ９７ 

 別紙１５ 公共桝設置申請書                      ９８ 

 別紙１６ 行為の許可(許可事項の変更許可)申請書            ９９ 

別紙１７ 公共下水道私費工事（変更）承認申請書           １００ 

別紙１８ 閲覧申込書                        １０１ 

 

 

 

 

 

 

貸付申請書 

借用書 

８７ 

９５ 

－８０－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別
記

第
１

号
様

式
（第

２
条

関
係

）
別

紙
　

１

世
帯

①
提
出
月
日
を
記
入
す
る
こ
と
。

N
S
=
１
/

②
  
  
  
 

⑦

①
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
 　

　
　

　
　

　
　

　
月

 　
　

　
　

　
　

　
　

日
③

排
水
設
備
工
事
の
種
別
を
○
で
囲
む
こ
と
。

　
　

函
館

市
公

営
企

業
管

理
者

企
業

局
長

　
様

　

④
  
  
  

氏
  

名
印

⑨

⑧
申

請
者

の
住

所
は

，
申

請
時

に
居

住
し

て
い

る
住

所
と

す
る

。
次

の
と

お
り

排
水

設
備

の
計

画
の

確
認

を
受

け
た

い
の

で
申

請
し

ま
す

。
⑤

  
  
  
 

台
所

　
湯

殿
　
手

洗

水
洗

便
所

　
そ

の
他

新
　

　
設

　
　

　
　

　
増

　
　

設
　

　
　

　
　

改
　

　
築

③
⑥

  
  
  
 

完
成
予
定
日
を
記
入
す
る
こ
と
。

⑩
備

考
⑫

⑦
  
  
  
 

④

番
電

話
　

　
　

　
　

　
　

号
局

　
　

　
 　

　
番

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 年
　

　
 　

　
　

　
　

月
 　

　
　

　
　

　
　

日
⑤

⑩

　
　

　
　

　
　

　
　

 　
　

年
 　

　
　

　
　

　
　

月
 　

　
　

　
　

　
　

日
⑥

⑪
（
注

）

　
他

人
の

土
地

も
し

く
は

家
屋

ま
た

は
他

人
の

設
置

し
た

排
水

設
備

を
使

用
す

る
時

は
，

そ
の

同
意

書
（
た

だ
し

，
所

有
者

の
同

意
を

得
る

こ
と

が
著

し
く
困

難
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

と
き

は
，

管
理

者
が

必
要

と
認

め
る

事
項

を
記

載
し

た
書

面
）
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。

（
受

　
付

）
主

　
　

査
主

　
　

査
　

完
成

検
査

の
結

果
、

合
格

と
認

め
ら

れ
る

の
で

排
水

設
備

検
査

済
書

を
交

付
し

た
い

。

（
完

成
検

査
）

（
使

用
料

賦
課

入
力

）
⑫

  
  
  
 

主
　

　
査

受
　

　
付

　
確

認
申

請
を

審
査

の
結

果
，

そ
の

計
画

が
適

正
と

検
　

　
査

主
　

　
査

検
　

　
査

入
　

　
力

認
め

ら
れ

る
の

で
確

認
通

知
書

を
交

付
し

た
い

。

貸
付
資
金
利
用
時
の
み
見
積
額
を
記
入
す
る

こ
と
。

他
人
の
土
地
も
し
く
は
家
屋
ま
た
は
他
人
の

設
置
し
た
排
水
設
備
を
使
用
す
る
時
は
，
こ

の
欄
に
記
入
押
印
す
る
こ
と
。
た
だ
し
，
所

有
者
の
同
意
を
得
る
こ
と
が
著
し
く
困
難
で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
時
は
，
管
理
者
が
必
要

と
認
め
る
事
項
を
記
入
し
た
書
面
を
添
付
す

る
こ
と
。

⑪

(水
質

指
導

)

主
　

　
査

主
　

　
査

土 　 地

　
　

私
 の

 所
 有

 す
 る

 物
 件

 に
 申

 請
 者

 が
 排

 水
 設

 備
 工

事
 を

 施
 行

ま
 た

 は
 接

 続
 す

 る
 こ

 と
 に

 同
 意

 し
 ま

 す
 。

無
落
雪
住
宅
の
場
合
は
，
備
考
欄
に
無
落
雪

と
記
入
す
る
こ
と
。

課
　

　
長

主
　

　
査

審
　

　
査

課
　

　
長

審
　

　
査

主
　

　
査

担
　

　
当

課
　

　
長

印

工
事

施
行

業
者

住
　

　
　

　
　

所
（
所

在
地

）

氏
名

住
所

排 　 水 　 設 　 備

氏
名

印

利
　

害
　

関
　

係
　

人
　

の
　

同
　

意
　

書

印
氏

名

建 　 物

住
所

印

住
所

住
所

氏
名

排
　

水
　

設
　

備
の

　
使

　
用

　
者

住
　

　
　

　
　

所
（
所

在
地

）

氏
　

　
　

　
　

名
（
　

名
称

　
）

工
事

精
算

額

申
請

者
住

  
所

工
　

　
事

　
　

の
　

　
　

種
　

　
別

　
函

館
市

　
　

　
　

町
　

　
　

丁
目

（
番

地
）

番

排
水

設
備

計
画

確
認

申
請

書
排

水
設

備
確

認
申

請
書

は
丁

寧
に

記
入

し
，

折
り

曲
げ

た
り

し
な

い
こ

と
。

（申
請

書
お

よ
び

完
成

書
類

（工
事

設
計

書
，

図
面

，
検

査
表

）は
排

水
台

帳
と

し
て

保
管

さ
れ

ま
す

。
）

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日

住
所

は
実

際
に

使
用

す
る

者
の

住
所

，
氏

名
は

実
際

に
使

用
す

る
者

の
氏

名
ま

た
は

名
称

（○

○
ア

パ
ー

ト
，

○
○

（株
）等

）を
記

入
す

る
。

排
 水

 設
 備

 計
 画

 確
 認

 申
 請

 書

　
　

そ
の

他
（
　

　
　

　
　

　
）

基

水
道

使
用

，
井

戸
水

使
用

，
水

道
・
井

戸
水

併
用

　
  

自
 　

家
・
貸

 　
家

・
宿

　
 舎

浄
化

槽
切

替

附
近

見
取

図
貸

付
資

金

適
切
な
箇
所
を
○
で
囲
む
こ
と
。

世
帯
数
，
基
数
は
必
ず
記
入
す
る
こ
と
。

工
事

着
手

予
定

日
は

，
①

の
日

付
以

降
と

す
る

こ
と

。

記
入
し
な
い
こ
と
。

⑧
  
  
  
 

　
　

ア
パ

ー
ト
・
官

公
庁

（
　

　
　

　
）

排
水
設
備
の
工
事
箇
所
を
○
で
囲
む
こ
と
。

（
施
行
箇
所
）

工
事

見
積

額

区 　 　 　 　 　 　 分

住
宅
地
図
を
使
用
す
る
こ
と
。

施
行
場
所
に
印
を
つ
け
る
こ
と
。

⑨
  
  
  
 

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日

確
認

年
月

日

地
図

貼
付

自
己

資
金

水
洗

工
事

処
　

　
　

理
　

　
　

区
第

　
　

　
　

　
　

　
　

次

号

　
函

館
市

 　
 　

　
 町

　
　

　
丁

目

雑
排

水
工

事

②
検

査
年

月
日

号
　

　

（
確

　
認

）

氏
　

　
　

　
　

名
（
　

名
称

　
）

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日

　
函

館
市

　
　

　
　

町
　

　
　

丁
目

（
番

地
）

工
事

着
手

予
定

年
月

日

工
事

完
成

予
定

年
月

日

工
　

事
　

の
　

施
　

行
　

場
　

所
（
番

地
）

番

完
成

年
月

日

合
流

・
分

流

分
流

改
造

※
貸

付
資

金
利

用
時

の
み

記
載

円

※
貸

付
資

金
利

用
時

の
み

記
載

円

 

－８１－ 



②
排

水
設

備
工

事
材

料
表

（
設

計
・
使

用
）

年
　

　
　

月
　

　
　

日

施
行

場
所

使
用

者
氏

名
ま

た
は

名
称

①
確

認
申

請
書

の
提

出
時

は
（
設

計
）
を

，
完

成
時

は
（
使

用
）
を

○
で

囲
む

。
申

請
者

住
所

申
請

者
氏

名

③
種

  
  

別
形

状
寸

法
数

量
単

位
種

  
  

別
形

 状
 寸

 法
数

量
単

位
②

確
認

申
請

書
の

申
請

時
は

提
出

月
日

を
，

完
成

時
は

完
成

月
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

便
器

組
加

温
管

本

保
温

筒
ｍ

鋼
管

ｍ
③

新
築

工
事

等
の

場
合

，
給

水
装

置
工

事
申

込
書

で
内

容
が

わ
か

る
場

合
は

記
入

し
な

く
て

も
よ

い
。

ポ
リ

管
ｍ

塩
ビ

管
ｍ

継
手

類
式

防
蝕

テ
ー

プ
個

④
代

表
者

印
，

責
任

技
術

者
印

を
押

す
こ

と
。

水
抜

栓
組

電
動

水
抜

栓
組

継
手

類
式

雑
材

料
式

丸
形

汚
水

桝
組

ト
ラ

ッ
プ

組

防
臭

蓋
組

便
槽

処
理

ヶ
所

住
所

施
行

業
者

事
業

所
名

代
表

者
氏

名
印

電
  

  
 話

責
任

技
術

者
印

  
 

④

別
紙

　
２

排
水

設
備

工
事

材
料

表
（
自

己
資

金
工

事
）

①

函
館

市
  

  
  

  
  

　
町

　
  

丁
目

  
 　

番
　

  
 号

函
館

市
  

  
  

  
  

　
町

　
  

丁
目

  
 　

番
　

  
 号

衛
  

生
 ・

 排
  

水
  

工
  

事
給

 水
 工

 事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－８２－ 



⑮
年

　
　

　
　

月
　

　
　

　
日

　
　

　

種
別

形
状

寸
法

数
量

単
位

単
価

見
積

金
額

数
量

精
算

金
額

種
別

形
状

寸
法

数
量

単
位

単
価

見
積

金
額

数
量

精
算

金
額

種
別

形
状

寸
法

数
量

単
位

単
価

見
積

金
額

数
量

精
算

金
額

（
 衛

生
 ・

 排
水

工
事

 ）
（
　

給
　

水
　

工
　

事
　

）
（
ト
イ

レ
内

・
改

修
工

事
）

便
器

組
加

温
管

本
化

粧
板

枚

①
保

温
管

ｍ
塩

ビ
合

板
枚

便
器

組
支

給
品

鋼
管

ｍ
ク

ッ
シ

ョ
ン

フ
ロ

ア
ー

㎡

塩
ビ

管
ｍ

ポ
リ

管
ｍ

コ
ン

パ
ネ

枚

継
手

類
1

式
ラ

ワ
ン

材
1

式

防
蝕

テ
ー

プ
個

グ
ラ

ス
ウ

ー
ル

壁
床

天
井

⑥
㎡

継
手

類
式

水
抜

栓
組

ア
ル

ミ
サ

ッ
シ

組

丸
型

汚
水

桝
組

電
動

水
抜

栓
組

内
窓

組

〃
組

雑
材

料
1

式
入

口
ド

ア
枚

ド
ア

枠
窓

枠
（

内
法

）
式

②
ク

ロ
ス

㎡

下
地

補
足

材
式

雑
材

料
式

床
下

保
温

ヶ
所

ト
ラ

ッ
プ

組
鋼

管
埋

設
工

ｍ

防
臭

蓋
組

ポ
リ

管
埋

設
工

ｍ

ト
ラ

パ
ン

個
装

置
配

管
工

ｍ

継
手

接
合

工
式

器
具

取
付

工
式

在
来

管
接

合
工

式
労

力
費

1
式

管
布

設
工

ｍ
水

抜
栓

取
付

ヶ
所

電
動

水
抜

栓
取

付
ヶ

所
直

接
工

事
費

計
1

式

土
間

コ
ン

補
修

㎥
運

搬
費

1
式

桝
設

置
工

ヶ
所

基
礎

コ
ン

打
抜

式
純

工
事

費
1

式

〃
ヶ

所
諸

経
費

1
式

計
⑦

③
電

気
工

事
1

式

産
業

廃
棄

物
処

理
料

1
式

計
⑧

ト
ラ

ッ
プ

取
付

ヶ
所

防
臭

蓋
取

付
工

ヶ
所

合
計

⑨
イ

ン
バ

ー
ト

取
付

ヶ
所

消
費

税
相

当
額

1
式

⑩
便

槽
処

理
ヶ

所
円

円

直
接

工
事

費
計

1
式

運
搬

費
1

式
直

接
工

事
費

計
1

式

設
計

調
査

費
1

式
運

搬
費

1
式

純
工

事
費

1
式

純
工

事
費

1
式

諸
経

費
1

式
諸

経
費

1
式

電
話

⑬
印

計
④

計
⑤

⑭
印

衛
生

・排
水

設
備

工
事

の
合

計

別
紙

　
３

申
請

時
は

提
出

月
日

を
，

完
成

時
は

完
成

月
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑮

⑨
＋

⑩
見

積
金

額
は

精
算

金
額

で
変

更
が

あ
っ

て
も

変
え

な
い

こ
と

。

排
水

設
備

工
事

設
計

書
（貸

付
資

金
工

事
）

⑩

責
任

技
術

者
印

を
押

す
こ

と
。

消
費

税
は

な
し

で
も

０
と

必
ず

金
額

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑪

給
水

工
事

の
合

計

施
行

箇
所

を
○

で
囲

む
こ

と
。

ト
イ

レ
内

・改
修

工
事

の
合

計

電
気

工
事

・産
業

廃
棄

物
処

理
料

の
合

計

④
＋

⑤
＋

⑦
＋

⑧

⑦ ⑨

印

⑬
代

表
者

印
を

押
す

こ
と

。

見
積

金
額

よ
り

精
算

金
額

が
上

回
っ

た
時

は
申

請
者

が
確

認
し

た
と

い
う

意
味

で
申

請
者

印
を

押
す

こ
と

。
な

お
，

完
成

届
提

出
時

に
は

押
し

て
あ

る
こ

と
。

⑫

（
名

称
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

⑫ ⑭

⑪

① ④ ⑤ ⑥ ⑧

器
種

名
を

記
入

す
る

こ
と

。

単
価

別
に

分
け

る
こ

と
。

② ③
②

と
同

様

責
任

技
術

者

総
　

　
工

　
　

事
　

　
費

精
 算

 額
 承

 認
 印

 （
増

額
の

場
合

の
み

）

業
　

　
者

住
　

  
 　

　
所

事
 業

 所
 名

代
表

者
氏

名

施
　

　
行

使
用

者
氏

名

申
請

者
氏

名

施
行

場
所

　
　

　
  

  
  

 函
館

市
　

　
　

　
町

　
　

　
　

丁
目

　
　

　
　

番
　

　
　

　
号

申
請

者
住

所
　

　
　

　
　

　
  

  
  

  
 　

　
　

町
　

　
　

　
丁

目
　

　
　

　
番

　
　

　
　

号

排
水

設
備

工
事

設
計

書
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別

紙
　

４

　
　

  
  
  
 平

面
図

，
立

体
図

，
（
給

水
工

事
が

あ
る

場
合

は
給

水
図

も
含

む
）
を

記
入

す
る

こ
と

。
　

　
　

　
　

①
代

表
者

印
，

責
任

技
術

者
印

を
押

す
こ

と
。

②
縮

尺
を

記
入

す
る

こ
と

。

③
申

請
者

の
電

話
番

号
を

記
入

す
る

こ
と

。

④
平

面
図

，
立

体
図

は
設

計
凡

例
等

を
使

用
す

る
こ

と
。

⑤
方

位
を

記
入

す
る

こ
と

。

⑥
桝

径
，

桝
深

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑦
管

路
延

長
，

管
径

，
勾

配
を

記
入

す
る

こ
と

。

⑧
公

私
，

隣
接

境
界

線
を

記
入

す
る

こ
と

。

⑨
桝

径
，

桝
深

を
記

入
す

る
こ

と
な

お
，

コ
ン

ク
リ

ー
ト
製

か
塩

ビ
製

か
を

必
ず

記
入

す
る

こ
と

。

⑩
便

器
の

種
類

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑪
建

物
所

有
者

の
氏

名
を

記
入

す
る

こ
と

。

⑫
隣

家
の

氏
名

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑬
床

下
集

合
配

管
シ

ス
テ

ム
を

設
置

す
る

際
は

，
排

水
ヘ

ッ
ダ

ー
お

よ
び

床
下

点
検

口
の

位
置

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑭
床

下
集

合
配

管
シ

ス
テ

ム
を

設
置

す
る

際
は

，
配

管
設

置
図

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑮
申

請
時

は
提

出
月

日
を

，
完

成
時

は
完

成
月

日
を

記
入

す
る

こ
と

。

排
　

水
　

設
　

備
　

工
　

事
　

図
　

面
  

  
  

  
  

施
工

場
所

申
請

者

住
所

函
館

市
町

丁
目

番
号

使
用

者

氏
名

申
請

者

氏
名

責
任

技
術

者

住
所

事
業

所
名

代
表

者
氏

名
電

話
印

施
工

業
者

印

設
計

凡
例

新
設
排

水
管

既
設

排
水
管

私
設

桝

公
共

桝

大
便

器

小
便

器

洗
面

器

手
洗

器

流
し

浴
槽

ト
ラ

ッ
プ

防
臭

桝

掃
除

口

公
私
境

界
線

隣
地
境

界
線

年
月

日

（
名

称
）

洗濯機

R
．

D

１
Ｆ

平
面
図

お
よ
び
立
体
図

Ｓ
＝
１

／

（
方
位

、
土

地
境

界
を

記
入

の
こ

と
）

公
共

汚
水

桝
公

共
雨
水

桝

町
丁
目

番
号

排
水

ヘ
ッ

ダ
ー

床

○
.○

ｍ

点
検

口

（
使

用
メ

ー
カ

ー
名

）
点

検
口

基
礎

の
種

類
記

載
（

コ
ン

ク
リ

ー
ト

等
）

排
水

ヘ
ッ

ダ
ー

排
水

ヘ
ッ
ダ

ー
配

管
設

置
図

R
．

D

靴
洗

い

Ｔ
Ｅ
Ｌ

（
）
～

２
Ｆ
よ
り

２
Ｆ
よ
り

２
Ｆ

防
臭
溜

桝

泥
溜

桝

⑧
⑨⑦

⑥

⑥ ⑥

⑦ ⑦

⑨

⑦⑥

⑦ ⑦

⑥ ⑥ ⑥

⑫
⑫

⑤

⑦

⑩
⑦

⑬

⑭

①

⑮

③
②

④

⑪
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別紙４－１  

 

床下集合配管システムに係る確認書 

 

年   月   日 

 

函館市公営企業管理者 企業局長 様 

 

 申 請 者  住所                  

 

氏名                印 

 

排水設備設置場所                   

函館市     町  丁目  番  号 

 

 

上記の場所に施行する排水設備工事において，下記事項により詰まり，凍結その他の

 問題等が起きないように維持管理し，今後，問題が生じた場合には当方にて処理します。 

なお，第三者にこの物件を引き渡すことが生じた場合には，確認事項を継承いたします。 

 

記 

 

事 項 

 ・屋内床下で排水管を集合させる。 

 ・床下集合配管システム（排水ヘッダー）の使用。 

 ・メーカー名（              ） 

 

 

工事施工業者 

 

責任技術者 

 

－８５－ 



受
付
番
号

函館市公営企業管理者

企業局長 印

　次のとおり排水設備の計画を確認したので通知します。

　函館市　　　　　　　町　　　丁目
（番地）

番
号

住 所
（ 所 在 地 ）

　函館市　　　　　　　町　　　　丁目
（番地）

番
号

氏 名
（ 名 称 ）

　函館市　　　　　　　町　　　　丁目
（番地）

番
号

氏 名
（ 名 称 ）

新　設　　　　増　設　　　　改　築工 事 の 種 別

住 所
（ 所 在 地 ）

工 事 完 成 予 定 年 月 日 　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　月　　　　　　　　　日

工 事 の 施 行 場 所

排 水 設 備
の 使 用 者

工 事 施 行
業 者

工 事 着 手 予 定 年 月 日 　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　月　　　　　　　　　日

台所　湯殿　手洗
水洗便所　その他

別記第２号様式（第２条関係） 別紙５

排水設備計画確認通知書

　　　年　　　月　　　日

様

電話
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年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日

函
館

市
公

営
企

業
管

理
者

企
業

局
長

　
様

住
所

申
請

者

氏
名

印

年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日
生

電
話

　
　

　
　

　
　

局
　

　
　

　
　

　
　

　
　

番

電
話

大 昭 平

⑥

電
話

工
事

見
積

額 住
所

氏
名

印

備
考

　
１
　

印
鑑

は
，

印
鑑

登
録

を
し

て
い

る
も

の
を

使
用

す
る

こ
と

。

　
２
　

申
請

者
の

収
入

を
証

明
で

き
る

書
類

を
添

付
す

る
こ

と
。

　
３
　

こ
の

申
請

書
は

、
排

水
設

備
計

画
確

認
申

請
書

を
提

出
す

る
際

に
併

せ
て

　
　

　
提

出
す

る
こ

と
。

　
（
例

）
　

申
請

者
と

の
続

柄
：
子

⑧

別
記

第
１

号
様

式
（
第

３
条

関
係

）

償
還

希
望

回
数

④ ⑤①

排
水

設
備

設
置

資
金

水
洗

便
所

改
造

等
資

金
次

の
と

お
り

の
貸

付
け

を
受

け
た

い
の

で
申

請
し

ま
す

。

提
出

月
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

③
②

保
証

人
氏

名
に

ふ
り

が
な

（
鉛

筆
）
を

記
入

す
る

こ
と

。
印

鑑
登

録
証

明
書

の
印

を
使

用
す

る
こ

と
。

⑥

住
所

は
函

館
市

○
○

町
○

○
番

○
○

号
と

記
入

す
る

こ
と

。

申
請

者
氏

名
に

ふ
り

が
な

（
鉛

筆
）
を

記
入

す
る

こ
と

。

申
請

者
の

印
鑑

登
録

証
明

書
の

印
を

使
用

す
る

こ
と

。
②

③

捨 印
⑤

貸
付

申
請

書

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
番

地
）

函
館

市
　

　
　

　
　

町
　

　
　

　
　

丁
目

　
　

　
　

　
番

　
　

　
　

　
号

審
査

済
の

見
積

額

貸
付

予
定

額

事
業

所
得

回

水
洗

便
所

に
改

造

年
金

円

建
物

所
有

者
の

同
意

申
請

者
と

建
物

所
有

者
が

異
な

る
場

合

円 円

建
物

所
有

者

氏
名

（
名

称
）

す
る

こ
と

に
同

意
し

ま
す

。

記
事

水
洗

便
所

改
造

等
資

金

排
水

設
備

設
置

資
金

円

④

勤
務

先
の

所
在

地

連 帯 保 証 人

排
水

設
備

を
設

置

貸
付

申
請

額

年
月

日

　
　

　
　

　
局

　
　

 　
　

　
　

番
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
番

地
）

函
館

市
　

　
　

　
町

　
　

　
　

丁
目

　
　

　
　

番
　

　
　

　
号

申
請

者
が

住
所

記
入

し
な

い
こ

と
。

申 請 者

職
業

ま
た

は
勤

務
先

　
勤

務
先

は
,詳

細
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

年 間 収 入 額 等

⑦ ⑧
こ

の
空

欄
に

保
証

人
の

申
請

者
と

の
続

柄
を

記
入

す
る

こ
と

。

印

円
円

住
所

（
所

在
地

）

氏
名

職
業

ま
た

は
勤

務
先

工
事

の
施

行
場

所

工
事

施
行

業
者

生
年

月
日

自
己

所
有

　
　

　
　

貸
　

　
家

借
　

　
家

　
　

　
　

　
ア

パ
ー

ト

別
紙

　
６

⑦①

給
与

そ
の

他

円 円

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
番

地
）

函
館

市
　

　
　

　
　

　
　

　
町

　
　

　
　

　
　

丁
目

　
　

　
　

　
　

番
　

　
　

　
　

　
号

　
　

　
　

　
局

　
　

　
 　

　
　

番

－８７－ 



①
提

出
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

①

②

函
館

市
公

営
企

業
管

理
者

企
業

局
長

　
様

③

　
　

　
　

　
　

　
　

住
　

　
所

届
　

出
　

者

　
　

　
　

　
　

　
　

氏
　

　
名

印
②

④

　
　

次
の

と
お

り
排

水
設

備
工

事
が

完
成

し
た

の
で

届
け

出
ま

す
。

台
所

　
湯

殿
　

手
洗

水
洗

便
所

　
そ

の
他

住
所

（
所

在
地

）
（
番

地
）

番
号

氏
名

（
名

称
）

③

住
所

（
所

在
地

）
（
番

地
）

番
号

氏
名

（
名

称
）

電
話

④

別
紙

　
７

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
番

地
）

函
館

市
　

　
　

　
　

　
町

　
　

　
　

　
丁

目
　

　
　

　
　

番
　

　
　

　
 号

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
　

　
　

　
月

　
　

　
　

　
　

　
　

　
日

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
　

　
　

　
月

　
　

　
　

　
　

　
　

　
日

貸
付

工
事

の
場

合
は

，
届

出
者

は
申

請
者

と
し

，
 印

鑑
登

録
証

明
書

の
印

を
使

用
す

る
こ

と
。

実
際

に
使

用
す

る
者

の
住

所
, 
氏

名
を

記
入

す
る

こ
と

。
（
○

○
ア

パ
ー

ト
, 
○

○
（
株

）
等

）

工
事

の
施

行
場

所

工
事

完
成

年
月

日

排
水

設
備

の
使

用
者

別
記

第
３

号
様

式
（
第

３
条

関
係

）

工
事

全
て

が
完

了
し

た
日

と
す

る
。

工
事

着
手

年
月

日
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
　

　
　

　
　

月
　

　
　

　
　

　
　

　
　

日

 函
館

市
　

　
　

　
　

　
　

町
　

　
　

　
　

　
　

　
丁

目

 函
館

市
　

　
　

　
　

　
　

町
　

　
　

　
　

　
　

　
丁

目
工

事
施

行
業

者

排
水

設
備

工
事

完
成

届
書

計
画

確
認

年
月

日

 

－８８－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－８９－ 

④

)

家
庭

用

④ ⑤

別
紙

　
８

① ③

⑤

居
住

者
の

人
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

排
水

設
備

を
公

共
桝

に
接

続
し

，
公

共
下

水
道

を
使

用
し

た
日

と
す

る
。

②
届

出
者

は
使

用
者

と
な

る
が

，
代

理
人

も
可

と
す

る
。

ア
パ

ー
ト

の
場

合
な

ど
は

，
使

用
者

全
員

提
出

す
る

こ
と

。

③
排

水
の

種
別

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
業

種

提
出

日
を

記
入

す
る

こ
と

。
  

  
  

①

使
用

の
開

始
（

休
止

・
廃

止
・

再
開

・
変

更
）

年
 月

 日
　

　
年

　
　

　
　

月
　

　
　

　
日

人

使
用

場
所

水
道

水

水 道 水 以 外

排 水 の 種 別

温
　

　
　

泉

井
　

　
　

戸

そ
　

の
　

他
（

　
　

　
　

　
　

）
事

業
用

（
業

種

町
丁

目
函

館
市

事
業

用

居
住

人
数

次
の
と
お
り
公
共
下
水
道
の
使
用
を
開
始
（
休
止
・
廃
止
・
再
開
・
変
更
）
し
た
の
で
届
け
出
ま
す
。

公
共

下
水

道
使

用
開

始
（

休
止

・
廃

止
・

再
開

・
変

更
）

届
書

函
館
市
公
営
企
業
管
理
者
企
業
局
長
　
様

住
所

氏
名

届
 出

 者

　

家
庭

用

家
庭

用

家
庭

用

事
業

用

事
業

用

日
月

年

別
記
第
６
号
様
式
（
第
５
条
関
係
）

番

)

(番
地

)

（
業

種
)

（
業

種

号 )

印
 ②



①
② ③

世
帯

世
帯

基
数

基
④

③
排

水
設

備
責

任
技

術
者

の
氏

名
を

記
入

し
押

印
す

る
こ

と
。

④
確

認
申

請
書

の
工

事
種

別
に

準
ず

る
こ

と
。

⑤
該

当
す

る
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

（
レ

）
を

す
る

こ
と

。

⑤

排
除

汚
水

料
の

算
定

が
で

き
る

。
　

　
　

 　
井

戸
水

　
　

　
  温

泉
　

   
   

そ
の

他
（ 

 　
　

　
　

）　
　

地
下

水
等

の
使

用

竣
工

図
面

桝
径

・桝
深

が
記

入
さ

れ
て

い
る

。

管
路

延
長

・管
種

・管
径

・勾
配

が
記

入
さ

れ
て

い
る

。

公
私

，
隣

接
境

界
線

が
記

入
さ

れ
て

い
る

。

公
共

桝
等

接
続

先
が

記
入

さ
れ

て
い

る
。

方
位

が
記

入
さ

れ
て

い
る

。

平
面

図

そ
の

他

増
　

設
 ･

 改
　

築

規
格

品
，

ま
た

は
同

等
品

以
上

を
使

用
し

て
い

る
。

排
水

本
管

の
内

径
は

１
０

０
㎜

以
上

で
あ

る
。

復
旧

（撤
去

・埋
戻

し
・建

物
基

礎
補

修
等

）が
良

好
で

あ
る

。

設
置

箇
所

，
設

置
状

態
が

適
切

で
あ

る
。

傾
き

が
な

く
水

平
に

設
置

さ
れ

，
ひ

び
割

れ
・破

損
等

が
生

じ
て

い
な

い
。

ト
イ

レ
内

の
改

修
工

事
（保

温
・ク

ロ
ス

張
替

等
）が

良
好

で
あ

る
。

　
（貸

付
の

場
合

）

臭
気

・詰
ま

り
等

の
防

止
対

策
，

お
よ

び
雨

水
の

流
入

が
な

い
構

造
で

あ
る

。
　

（汚
水

）

付
帯

工
事

便
槽

処
理

建
築

改
修

工
事

検
査

年
月

日

  
新

  
  

  
  

  
  

設
 

器
具

排
水

管
は

，
器

具
ト

ラ
ッ

プ
の

口
径

以
上

，
か

つ
３

０
㎜

以
上

で
あ

る
。

２
／

１
０

０
以

上
で

あ
る

。
（や

む
を

得
な

い
場

合
は

，
１

／
１

０
０

以
上

）

掘
削

箇
所

の
埋

戻
し

は
十

分
に

転
圧

さ
れ

て
い

る
。

各
桝

間
に

お
い

て
直

線
で

あ
り

，
滞

水
が

な
い

。

３
０

㎝
以

上
で

あ
る

。

直
線

部
に

お
い

て
，

管
内

径
の

１
２

０
倍

以
内

に
設

置
さ

れ
て

い
る

。

ル
ー

フ
ド

レ
ー

ン
等

の
排

出
先

が
適

正
で

あ
る

。
　

（雨
水

等
）

検
査

内
容

埋
戻

し

雨
水

桝

桝

間
接

排
水

管
布

設

無
落

雪
排

水
等

別
紙

　
９

材
  料

  お
  よ

  び
  器

  具

管
径

管

確
認

通
知

年
月

日

確
認

申
請

受
付

番
号

継
手

は
管

と
同

じ
材

質
で

あ
り

，
接

続
状

態
，

仕
上

り
が

良
好

で
あ

る
。

町
丁

目
番

号

排
水

設
備

管
・

継
手

の
接

続

通
気

管
・

通
気

蓋

桝
の

設
置

ト
ラ

ッ
プ

桝
の

設
置

公
共

桝
へ

の
接

続

排
水

状
況

土
か

ぶ
り

大
便

器
排

水
管

の
内

径
は

７
５

㎜
以

上
，

小
便

器
は

４
０

㎜
以

上
で

あ
る

。

排
除

先

排
水

設
備

工
事

検
査

表

工
事

の
施

行
場

所

申
請

者
氏

名

号

工
事

の

種
別

年
月

日

㊞

施
行

業
者

　
　

　
　

　
　

 年
　

　
 　

月
 　

　
　

日

責
任

技
術

者
名

①
確

認
通

知
書

の
年

月
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

②
立

会
検

査
を

し
た

年
月

日
を

記
入

す
る

こ
と

。

各
器

具
か

ら
排

水
さ

れ
た

流
出

状
況

は
良

好
で

あ
る

。

下
水

の
排

除
方

式
に

合
わ

せ
，

汚
水

・雨
水

の
接

続
が

適
正

で
あ

る
。

靴
洗

い
場

排
水

阻
集

器
の

設
置

床
下

集
合

配
管

シ
ス

テ
ム

し
尿

を
完

全
に

汲
み

取
り

，
清

掃
お

よ
び

消
毒

を
行

っ
て

い
る

。

集
合

配
管

部
開

口
部

，
お

よ
び

保
守

点
検

に
必

要
な

ス
ペ

ー
ス

が
確

保
さ

れ
て

い
る

。

使
用

目
的

に
適

合
し

た
阻

集
器

が
適

切
な

箇
所

に
設

置
さ

れ
て

い
る

。
 

検
査

項
目

必
要

に
応

じ
，

泥
だ

め
（１

５
㎝

以
上

）が
設

置
さ

れ
て

い
る

。

桝
・

管
の

接
続

排
水

管
と

桝
本

体
が

密
着

し
，

接
続

が
良

好
で

あ
る

。

適
正

な
排

水
口

空
間

が
確

保
さ

れ
て

い
る

。

管
底

接
続

で
あ

り
，

接
続

部
（仕

上
面

等
）の

施
工

が
良

好
で

あ
る

。

桝
の

据
付

，
形

状

勾
配

二
重

ト
ラ

ッ
プ

を
さ

け
，

適
切

な
箇

所
に

設
置

さ
れ

て
い

る
。

排
水

管
の

起
点

・終
点

・合
流

点
・屈

曲
点

等
必

要
箇

所
に

設
置

さ
れ

て
い

る
。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－９０－ 



別
紙

　
９

－
１

①
確

認
申

請
番

号
を

記
入

す
る

こ
と

。

②
使

用
メ

ー
カ

ー
名

を
記

入
す

る
こ

と
。

③
該

当
す

る
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

（
レ

）
を

す
る

こ
と

。

④
自

主
検

査
を

行
っ

た
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

⑤
施

行
業

者
名

・
責

任
技

術
者

名
を

記
入

す
る

こ
と

。

床
下
集
合
配
管
シ
ス
テ
ム
（
排
水
ヘ
ッ
ダ
ー
）
チ
ェ
ッ
ク
表

 

  

函
館
市
公
営
企
業
管
理
者
 
 

企
業
局
長

 
様

 

 

確
認
申
請
番
号

 
 
 
 
 
 
 
 

号
   

使
用
メ
ー
カ
ー
名
（

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
 

 

□
 
集
中
配
管
部
の
据
付
・
固
定
等
は
適
正
に
設
置
さ
れ
て
い
る
。
 

 

□
 
管
勾
配
を
保
持
す
る
支
持
位
置
お
よ
び
固
定
は
適
正
に
施
工
さ
れ
て
い
る
。
 

 

□
 
排
水
器
具
か
ら
集
中
配
管
部
ま
で
の
管
勾
配
は
規
定
勾
配
以
上
に
施
工
さ
れ
て
い
る
。

 
 
 
 

 

□
 
器
具
接
合
部
は
確
実
に
施
工
さ
れ
て
い
る
。
 

 

□
 
通
水
試
験
に
よ
る
漏
水
箇
所
が
な
い
。
 

 

□
 
床
下
点
検
口
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
 

 

□
 
露
出
配
管
に
伴
う
凍
結
防
止
対
策
が
さ
れ
て
い
る
。
 

 

 

上
記
の
と
お
り
，
工
事
が
完
了
し
た
こ
と
を
報
告
し
ま
す
。

 

 

 
 
 
 
 

年
 
 
 

月
 
 
 

日
 

  

工
事
施
工
業
者

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

責
任

技
術

者
 

①

②

⑤

③ ④

 

－９１－ 



別
紙

1
0
－

１

改
造

前
（
ト
イ

レ
内

部
）

　
　

　
工

事
写

真
（
１

）

申
請

者
名

施
行

業
者

工
事

名

施
行

場
所

　
　

水
 洗

 便
 所

 改
 造

 工
 事

 　
　

函
館

市
　

　
　

　
町

　
　

　
丁

目
　

　
　

　
番

　
　

　
　

号

水
洗

便
所

改
造

工
事

写
真

給
水

接
続

状
況

改
造

後
（
ト
イ

レ
内

部
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－９２－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別
紙

1
0
－

２
　

　
　

工
事

写
真

（
２

）

申
請

者
名

施
行

業
者

工
事

名

施
行

場
所

　
　

水
 洗

 便
 所

 改
 造

 工
 事

 　
　

函
館

市
　

　
　

　
町

　
　

　
丁

目
　

　
　

　
番

　
　

　
　

号

水
洗

便
所

改
造

工
事

写
真

ガ
ラ

ス
ウ

ー
ル

（
天

井
）

ガ
ラ

ス
ウ

ー
ル

（
壁

）
ガ

ラ
ス

ウ
ー

ル
（
床

）

－９３－ 



貸 付 番 号

①

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

②
①

記
入

し
な

い
こ

と
。

　
　

函
館

市
公

営
企

業
管

理
者

企
業

局
長

　
様

②
記

入
し

な
い

こ
と

。

③
申

請
者

の
印

鑑
登

録
証

明
書

の
印

鑑
を

使
用

の
こ

と
。

住
所

④
③

と
同

じ
印

で
捨

印
す

る
こ

と
。

氏
名

印
③

⑤
記

入
し

な
い

こ
と

。

⑥
記

入
し

な
い

こ
と

。

④
　

私
は

、
函

館
市

よ
り

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
付

⑤
⑦

工
事

施
行

業
者

の
こ

と
。

で
貸

付
通

知
を

受
け

た
水

洗
便

所
改

造
等

資
金

￥
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
円

の
請

求
お

よ
び

受
領

に
⑥

⑧
記

入
し

な
い

こ
と

。

関
す

る
権

限
を

、
下

記
代

理
人

に
委

託
い

た
し

ま
す

。

記

代
理

人
⑦

捨 印

住
所

事
業

所
名

代
表

者
氏

名

委
任

状

第
号

⑧

別
紙

１
１

支
払

年
月

日

整
理

 N
o
.

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－９４－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年
　

　
　

月
　

　
　

日
②

函
館

市
公

営
企

業
管

理
者

企
業

局
長

　
様

①
借

用
金

額
で

印
紙

税
額

が
決

ま
る

。
（
別

表
参

照
）

借
受

人
住

所
②

記
入

し
な

い
こ

と
。

氏
名

印
③

③
申

請
者

の
こ

と
。

申
請

者
の

印
鑑

登
録

を
し

た
印

鑑
を

使
用

の
こ

と
。

連
帯

保
証

人
住

所

氏
名

印
④

④
保

証
人

の
印

鑑
登

録
を

し
た

印
鑑

を
使

用
の

こ
と

。

⑤
記

入
し

な
い

こ
と

。

⑥
欄

外
に

③
，

④
と

同
じ

印
で

捨
印

す
る

こ
と

。

円
⑤

年
　

　
　

月
か

ら
　

　
　

年
　

　
　

月
ま

で
　

　
　

回

第
１

回
　

　
　

　
　

　
円

，
第

２
回

目
以

降
　

　
　

　
　

　
円

（
参

考
）

　
借

用
書

に
貼

付
す

る
収

入
印

紙
は

次
の

と
お

り
。

1
万

円
を

超
え

10
万

円
以

下
20

0
円

10
50

40
0

50
10

0
1
,0

0
0

10
0

50
0

2
,0

0
0

印
紙

税
額

別
記
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－９５－ 



 

 

－９６－ 

函館市公営企業管理者

企業局長 印

　次のとおり排水設備の工事を検査しました。

　函館市　　　　　　　町　 　　丁目                 号

住 所
（ 所 在 地 ）

　函館市　　　　　　　町　　　　　　　　丁目 号

氏 名
（ 名 称 ）

住 所
（ 所 在 地 ）

　函館市　　　　　　　町　　　　　　　　丁目 号

氏 名
（ 名 称 ）

排 水 設 備 検 査 済 書

　　　　　  第                 号

　　　年　 　　月 　　　日

別記第４号様式（第３条関係） 別紙１３

様

排 水 設 備
の 使 用 者

工 事 の 施 行 場 所

計 画 確 認 年 月 日

検 査 年 月 日

　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　月　　　　　　　　　日

　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　月　　　　　　　　　日

工 事 施 行
業 者

台所 湯殿 手洗
水洗便所 その他

（番地）

番

（番地）

番

（番地）

番



 

－９７－ 

別紙１４

　先に確認を受けました、次の排水設備については、工事を取り止めましたので届け出します。

施行場所

事　　　由

住 所

名 称

代 表 者 氏 名 印

施行業者名

確 認 年 月 日
お よ び 番 号

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　 　　 　　　　  　   　  　　印

函館市　　　　　　　　　町　　　　　　　　　丁目　　　　　　　　　番　　　　　　　　　号

取   り   止   め   届

　　　　年　　　　月　　　　日

函館市公営企業管理者企業局長　様

住　所   　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

確　認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　月　　　　　　　　　日



 別紙１５ 

 

公共桝設置申請書 

 

  年  月  日 

 

函館市公営企業管理者 

企業局長        様 

 

申請者 住所 

氏名          印 

 

 

次のとおり公共桝を設置願いたいので申請します。 

 

施 行 場 所 函館市     町  丁目  番  号 

設 置 理 由  

施行希望年月日     年   月   日まで 

排 水 設 備 業 者  

付 近 見 取 図  別紙のとおり 

 

 

備考 

 

 

 

 

 

 －９８－ 



別紙１６ 
 

別記第 10号様式（第 11条関係） 

 

 行為の許可（許可事項の変更許可）申請書 

 

  年  月  日 

 

函館市公営企業管理者 

企業局長        様 

 申請者 住 所              

  氏 名            印 

 

 

 次のとおり行為の許可（許可事項の変更許可）を受けたいので申請します。  
 

 
 
 

注 許可事項の変更許可にあっては，変更の内容を記載すること。 

 

 

 

 

 

行為の区分 
 

 

行為の目的 
 

 

行為の期間 

年     月     日から 

年     月     日まで 

行為の場所 

 
 

函館市        町    丁目    番    号 

－９９－ 

（番地） 

 



  別紙１７ 

 

 

 

 

公共下水道私費工事（変更）承認申請書 

 

 

  年  月  日  

 

函館市公営企業管理者 

    企業局長 様 

 

申請者  住  所 

 

氏  名 

 

ＴＥＬ     －   －      

 

記 

 

１．設置場所   

 

２．道路種別  国道，道道，市道（       号線），私道 

 

３．施設内容 

 ・下水道本管（汚水・雨水）管種・呼び径        ｍｍ，延長     ｍ 

        （汚水・雨水）管種・呼び径        ｍｍ，延長     ｍ 

 ・取 付 管（汚水・雨水）管種・呼び径        ｍｍ，延長     ｍ 

        （汚水・雨水）管種・呼び径        ｍｍ，延長     ｍ 

 ・マンホール（汚水・雨水）              号，        基 

        （汚水・雨水）              号，        基 

 ・桝    （汚水・雨水）              型，        基 

        （汚水・雨水）              型，        基 

 

４．予定工期      年  月  日～    年  月  日 

 

５．施行業者  住   所  ___________________________________________________ 

 

         業 者 名  ___________________________________________________ 

 

         現場代理人  ___________________________________________________ 

 

           ＴＥＬ    －  －      

 

６．添 付 書 類  位置図・平面図・縦断図・詳細図・流量計算書・土地使用承諾書 

 

７．施設の引渡  設置する施設については，工事完了後，函館市に無償譲渡します。 

 

印 

－１００－ 

印 



別紙１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－１０１－ 

氏 名 電 話

会 社 名 (　法人・個人　）

住 所

設 置 場 所

複 写 申 込

担当職員　　　　　　　　　　　　印 担当職員　　　　　　　　　　　　印

　□　その他　（　分流改造工事図面等　）　枚数　　　　枚

　閲覧に関しては，下記の留意事項を遵守し，窓口担当者の指示に従ってください。

１　　利用目的を確認できる資料（工事契約書の写し，見積依頼書等）の提示を求める場合があります。

２　　閲覧において得た個人の情報（特定の個人が識別できる住所及び氏名などのほか，家屋の間取り，利害関係事

　　項等）は，個人のプライバシーの保護並びに基本的人権を侵害することのないよう，十分な配慮をして下さい。

３　　閲覧により知り得た事項は，使用目的以外には絶対に使用しないこと。また，閲覧等に基づいて作成した書面

企業局確認欄 企業局確認欄

給
水
装
置
お
よ
び
排
水
設
備
台
帳

複
写
申
込

　□　下水道本管　（　公共下水道管　）　  枚数　　　　枚　

　　　　　　※　必要とする複写資料の□に　を記入すること。

利 用 目 的

閲 覧 項 目

　□　既設配水管及び給水管の配管状況調査

　□　新設・改造工事等排水設備申請調査　（　個人　）

　□　その他

　□　既設排水管の布設状況調査

　　却等の方法により速やかに廃棄して下さい。

　　有り　　無し　　　（どちらかに○）　　　　　

　□　給水装置　（　個人　）

　□　給水管

　　等は，他に漏れることのないよう管理し，給水装置申込書等の目的達成後においては，不必要となった書面は焼

　□　配水管

複 写 資 料 　□　その他　　　　　　　　　　　　　　　枚数　　　　枚

　□　排水設備　（　個人しゅん工図　）　　枚数　　　　枚

　□　排水設備　（　個人　）

　□　給水装置　（　個人しゅん工図　）　　枚数　　　　枚

　□　下水道本管　（　公共下水道管　）

　函館市　　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番地　　　　　　号

　□　新設・改造・撤去・仮設工事給水等申請調査

　□　既設下水道本管の布設状況調査　（　公共下水道管　）

　　　　　　※　利用目的の□に　を記入すること。

　　　　　　※　閲覧する項目の□に　を記入すること。

　□　管路図　　　　　　　　　　　　　　　枚数　　　　枚

閲　覧　申　込　書

　　年　　月　　日

請
求
者
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